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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 上記の売上高は消費税等抜となっている。 

２ 従業員数は就業人員数を表示している。 

３ 平成15年３月期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日

企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 

平成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用している。 

４ 第54期から第56期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載していない。

第57期及び第58期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、１株当たり当期純損失が計上されているた

め、記載していない。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第54期 第55期 第56期 第57期 第58期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 153,082 139,012 117,838 103,390 84,778

経常利益又は 
経常損失(△)

(百万円) △5,533 △2,333 1,524 △6,431 833

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(百万円) △5,949 △2,779 428 △21,979 △1,577

純資産額 (百万円) 19,972 16,014 15,166 3,337 2,802

総資産額 (百万円) 87,207 77,137 71,348 49,761 40,791

１株当たり純資産額 (円) 280.10 225.17 213.36 △3.47 △6.27

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△)

(円) △83.43 △39.04 6.03 △306.57 △8.81

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 22.90 20.80 21.26 6.71 6.9

自己資本利益率 (％) ― ― 2.75 ― △51.40

株価収益率 (倍) ― ― 37.80 ― ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 15,734 9,907 4,228 △4,533 △3,329

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,019 △662 5,074 △793 △281

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △17,629 △2,320 △8,721 6,270 △3,906

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 7,286 13,910 13,898 15,075 8,064

従業員数 (名) 8,705 9,218 9,425 6,719 6,391



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 上記の売上高は消費税等抜となっている。 

２ 従業員数は就業人員数を表示している。 

３ 平成15年３月期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日

企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 

平成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用している。 

４ 第54期から第56期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載していない。

第57期及び第58期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、１株当たり当期純損失が計上されているた

め、記載していない。 

  

回次 第54期 第55期 第56期 第57期 第58期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 116,801 115,613 100,711 79,267 62,079

経常利益又は 
経常損失(△)

(百万円) △2,402 △2,246 1,201 △6,862 442

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(百万円) △2,202 △965 △774 △22,276 △1,106

資本金 (百万円) 7,730 7,730 7,730 5,773 5,773

発行済株式総数

 普通株式 (千株) 71,317 71,317 71,317 191,317 191,317

 Ａ種優先株式 (千株) ― ― ― 80,000 80,000

純資産額 (百万円) 19,382 18,426 17,719 5,392 4,339

総資産額 (百万円) 68,089 62,638 57,257 44,365 34,329

１株当たり純資産額 (円) 271.86 259.09 249.27 7.29 1.78

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)
― 
(―)

―
(―)

―
(―)

― 
(―)

―
(―)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△)

(円) △30.89 △13.55 △10.90 △310.71 △6.34

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 28.5 29.4 30.9 12.2 12.6

自己資本利益率 (％) ― ― ― ― ―

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

従業員数 (名) 993 867 641 471 454



２ 【沿革】 

  

  

 
  

昭和28年８月 東京都武蔵野市に東京テレビ音響株式会社創立。セミプロフェッショナルタイプの録音・再生電

気音響機器の製造販売を開始。

昭和31年12月 東京都墨田区に東京電気音響株式会社設立。計測用・光学用電気機器、磁気テープ応用装置の製

造を開始。

昭和34年６月 両社は提携し、テープレコーダの製造を開始、国内外に販売。

昭和36年５月 アメリカIBM社と技術援助契約を締結し、磁気テープ記憶装置を国産化する。

昭和37年11月 東京テレビ音響株式会社をティアックオーディオ株式会社、東京電気音響株式会社をティアック

株式会社と各々商号変更する。

昭和38年８月 埼玉県入間市に高級テープレコーダの量産工場を竣工。

昭和39年10月 両社は合併し、ティアック株式会社と商号を統一する。

昭和42年５月 アメリカに販売会社TEAC CORPORATION OF AMERICAを設立。

昭和45年４月 東京証券取引所市場第二部に上場。

昭和45年７月 東京都武蔵村山市に情報機器製品の生産を目的として村山工場を竣工。

昭和46年４月 大阪、名古屋証券取引所市場第二部に上場。

昭和47年２月 東京、大阪、名古屋証券取引所市場第一部に上場。

昭和49年４月 ドイツに販売会社TEAC TONBAND-ANLAGEN VERTRIEBS GmbH.を設立。

昭和49年12月 台湾に音響機器の生産を目的としてTAIWAN TEAC CORPORATIONを設立。

昭和59年１月 山梨県富士吉田市に主要部品の生産を目的として富士吉田ティアック株式会社を設立。

昭和59年４月 カナダに現地資本との合弁により販売会社TEAC CANADA LTD.を設立。

昭和60年２月 神奈川県に電子計測用各種変換・測定器の製造、販売を目的としてティアック電子計測株式会社

を設立。

昭和62年５月 イギリスに販売会社TEAC UK LTD.を設立。

昭和63年10月 アメリカの販売会社TEAC CORPORATION OF AMERICAの名称をTEAC AMERICA INC.と改称。

昭和63年11月 ドイツの販売会社TEAC TONBAND-ANLAGEN VERTRIEBS GmbHの名称をTEAC DEUTSCHLAND GmbHと改

称。

平成元年４月 フランスに販売会社TEAC FRANCE S.A.を設立。

平成２年４月 東京都武蔵野市にコンピュータソフトの開発、販売を目的として株式会社ティアックシステムク

リエイトを設立。 

岩手県二戸市に周辺情報機器製品及び部品の製造、販売を目的として岩手ティアック株式会社を

設立。

平成２年７月 マレーシアに周辺情報機器製品及び部品の製造、販売を目的としてTEAC ELECTRONICS(M) 

Sdn.Bhd.を設立。

平成３年３月 ベルギーに販売会社TEAC BELGIUM NV/SAを設立。

平成３年10月 オランダの販売会社TEAC EUROPE B.V.をTEAC NEDERLAND B.V.と改称。

平成４年２月 シンガポールに周辺機器製品の部品調達と物流サポートを目的としてTEAC SINGAPORE PTE LTD.

を設立。

平成４年７月 イタリアに販売会社TEAC ITALIANA S.p.A.を設立。

平成４年11月 スペインに販売会社TEAC ELECTRONICS ESPANA S.A.を設立。

平成６年６月 インドネシアのバタム島に周辺機器製品の基板実装を目的としてP.T. TEAC ELECTRONICS 

INDONESIAを設立。

平成７年３月 生産中止に伴い村山工場(東京都武蔵村山市)を売却。

平成７年４月 東京都武蔵野市に損害保険の代理店業務を主たる目的として株式会社ティアックウェルフェアサ

ービスを設立。

平成７年９月 香港に音響機器製品の部品調達と生産管理を目的として現地企業との合弁会社TEAC AUDIO 

(CHINA)CO.,LTD.を設立。

平成７年12月 中国に音響機器製品の生産を目的として、香港で設立の合弁会社と中国現地資本との合弁会社

DONGGUAN DONGFA TEAC AUDIO CO.,LTD.を設立。

平成12年５月 TEAC ELECTRONICS ESPANA S.A.を清算。

平成13年４月 岩手ティアック株式会社を清算。



 
  

  

  

３ 【事業の内容】 

  

当企業集団はティアック株式会社(当社)及び子会社23社、関連会社４社により構成されており、主な事

業として周辺機器製品、コンシューマ機器製品及び情報機器製品の製造販売を行っている。事業内容と当

社及び関係会社の位置付けは以下のとおりであり、事業の区分は(セグメント情報)「事業の種類別セグメ

ント情報」に記載されている事業区分と同一である。 
  

  

   
  

  

  

平成14年３月 TEAC NEDERLAND B.V.を清算。

平成14年４月 株式会社セレパスと株式会社タスクは、株式会社セレパスを存続会社として合併。

平成15年１月 中国に現地法人TEAC SHANGHAI LTD.を設立。

平成15年２月 大阪証券取引所及び名古屋証券取引所の上場を廃止。

平成15年12月 TAIWAN TEAC CORPORATIONの桃園工場を閉鎖。

平成16年３月 

平成16年４月

TEAC AMERICA, INC.のビデオシステム部門を営業譲渡。 

ドイツ現地法人 TEAC DEUTSCHLAND GmbHは社名をTEAC EUROPE GmbHと改称。 

社内カンパニー「ティアック エソテリック カンパニー」を会社分割により分社化し、「株式会

社ティアック エソテリック カンパニー」を設立。 

イギリスに現地法人TEAC SSE LTD.を設立。

平成17年８月 オーストラリアに販売子会社TEAC AUSTRALIA PTY., LTD.を設立

平成17年12月 TEAC FRANCE S.A.を清算

区分 主要製品 主要な会社

周辺機器事業

フロッピーディスクドライブ、
CD-ROMドライブ、CD-R/RWドライ
ブ、DVD-ROM ド ラ イ ブ、CD-
R/RW・DVD-ROMコンビネーション
ドライブ、DVD-R/RW/RAMドライ
ブ 
 
 

当社、ティアック アメリカ INC.、台湾ティアック有限
公司、富士吉田ティアック㈱、ティアック SSE LTD.、テ
ィアック ヨーロッパ GmbH、ティアック エレクトロニク
ス(M)Sdn.Bhd.、ティアック シンガポール PTE LTD.、
P.T.ティアック エレクトロニクス インドネシア、㈱セ
レパス、ティアック上海LTD.、MTS㈱ 
 
                  (会社総数12社)

コンシューマ 
機器事業

マルチ・トラックレコーダー、
ミキサー、テープレコーダー、
CDプレーヤー、MDレコーダー、
DVDプレーヤー 
 
 
 
 
 
 
 

当社、ティアック アメリカ INC.、台湾ティアック有限
公司、ティアック カナダ LTD.、ティアック UK LTD.、
ティアック ヨーロッパ GmbH、ティアック ベルギ
ー NV/SA、ティアック イタリー S.p.A.、ティアック オ
ーディオ(チャイナ )CO.,LTD.、ティアック メキシ
コ S.A.de C.V.、東莞東発ティアック オーディオ
CO.,LTD.、㈱セレパス、MTS㈱、ティアック オーストラ
リア PTY.,LTD.、㈱ティアック エソテリック カンパ
ニー、他１社 
 
                  (会社総数16社)

情報機器事業
計測機器、通話用録音装置、業
務用映像機器、医用画像記録装
置

当社、ティアック アメリカ INC.、ティアック電子計測
㈱、㈱ティアックシステムクリエイト、㈱セレパス、MTS
㈱ 
                  (会社総数６社)

その他
ソフトウェア開発事業 
運輸倉庫業 
他

㈱ティアックシステムクリエイト、東京システム運輸
㈱、東京ユニオン物流㈱、他１社 
 
                  (会社総数４社)



  

  

主要な会社のうち、東京システム運輸㈱、及び東京ユニオン物流㈱は持分法適用会社であり、それ以外の会社は連

結会社である。 

以上の企業集団等について図示すると次のとおりである。 

  

 

  
(注) 無印 連結子会社 

※１ 関連会社で持分法適用会社２社 

※２ 関連会社で持分法非適用会社１社 

※３ 連結子会社である㈱ティアックウェルフェアサービスについては、休眠会社であり、重要性がないた

め、図の記載を省略している。 

※４  持分法適用会社であったティアックオーストラリア ＰＴＹ.,ＬＴＤ.(現在名、ＡＣＮ ００５ ４０８ 

４６２ＰＴＹ.,ＬＴＤ.)は、現在清算手続き中であり、破産管財人の管理下にあるため、記載を省略し

ている。 

※５ 平成17年12月末付でティアックフランスS.A.の清算手続きが完了、解散した。 

※６ 平成18年2月14日の取締役会において、ティアック イタリーS.p.Aの解散を決議、現在、清算手続き中で

あるため、記載を省略している。 

  

  

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 

２ 特定子会社である。 

３ 上記会社のうちには有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はない。 

４ 債務超過会社であり、債務超過額は6千GBPである。 

５ ティアックアメリカINC.及びティアックヨーロッパGmbHについては、売上高(連結会社相互間の内部売上高

を除く。)の連結売上高に占める割合がそれぞれ100分の10を超えている。 

名称 住所
資本金 
又は出資金 
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の所有
又は被所有 
割合(％)

関係内容

(連結子会社)

ティアック 
アメリカ INC. 
(注)2,5

Montebello, 
Calif.U.S.A.

千US$ 
58,360

周辺機器事業
コンシューマ機器事業 
情報機器事業

100.0
アメリカ地域における販売を統括
役員の兼任等………有

ティアック 
ヨーロッパ GmbH 
(注)5

Wiesbaden 
Germany

千EUR 
19,336

周辺機器事業
コンシューマ機器事業

100.0 ドイツ地域における販売を統括

ティアック 
UK LTD. 
(注)4

Hartfordshire
U.K.

千GBポンド 
3,800

コンシューマ機器事業 100.0 イギリス地域における販売を統括

ティアック 
イタリーS.p.A.

Milano  
Italy

千EUR 
1,291

コンシューマ機器事業 100.0 イタリア地域における販売を統括

ティアック 
エレクトロニクス 
(M)Sdn.Bhd. 
(注)2

Malacca  
Malaysia

千マレー 
シア$ 
59,000

周辺機器事業 100.0 当社周辺機器製品の製造

P.T.ティアック 
エレクトロニクス 
インドネシア 
(注)2

Batam 
Indonesia

千US$ 
1,000

周辺機器事業 100.0 当社周辺機器製品の製造

台湾ティアック 
有限公司 
(注)2

台湾省台北市
千NT$ 
174,070

周辺機器事業 100.0
台湾地域における販売を統括 
役員の兼任等………有

ティアック オーディオ 
(チャイナ)CO.,Ltd.

Shatin  
Hong Kong

千HK$ 
27,000

コンシューマ機器事業 100.0
当社のコンシューマ機器製品の商
品仕入・販売

東莞東発ティアック 
オーディオ CO.,Ltd.

広東省東莞市
千HK$ 
20,000

コンシューマ機器事業 85.0 当社コンシューマ機器製品の製造

富士吉田 
ティアック㈱

山梨県 
富士吉田市

50 周辺機器事業 100.0
当社周辺機器製品の製造 
当社所有の土地を賃借している。 
役員の兼任等………有

ティアック 
電子計測㈱

神奈川県 
川崎市中原区

100 情報機器事業 100.0
当社情報機器製品の製造・販売 
役員の兼任等………有

㈱ティアック 
システムクリエイト

東京都 
武蔵野市

90
情報機器事業
その他

100.0
当社情報機器製品の販売及びソフ
トウエア開発 
役員の兼任等………有

㈱ティアック 
エソテリック 
カンパニー

東京都 
武蔵野市

90 コンシューマ機器事業 100.0
当社コンシューマ機器製品の販売
役員の兼任等………有

ティアック 
オーストラリア 
PTY.,LTD.

Melbourne 
Australia

千AS$ 
3,000

コンシューマ機器事業 100.0
オーストラリア地域における販売
を統括

その他9社

(持分法適用関連会社)

東京システム 
運輸㈱

東京都 
東大和市

182 その他 32.1
当社グループの運輸・倉庫を委託
役員の兼任等………有

その他1社

主要な損益情報等

売上高 経常利益 当期純利益 純資産額 総資産額

ティアックアメリカINC.
千US$

171,740
千US$

1,893
千US$

1,109
千US$

60,337
千US$

66,409

ティアックヨーロッパ
GmbH

千EUR

68,207
千EUR

2,364
千EUR

2,023
千EUR

1,505
千EUR

20,929



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除いた就業人員である。なお、臨時従業員の記載

は省略している。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除いた就業人員である。なお、臨時従業員の記載は省略している。

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。 

  

(3) 労働組合の状況 

ティアック株式会社、株式会社ティアックシステムクリエイトおよび株式会社ティアック エソテリック カンパ

ニーにティアック労働組合が組織されており、全日本電機・電子・情報関連産業労働組合連合会に属している。 

ティアック株式会社および株式会社ティアック エソテリック カンパニーにおけるティアック労働組合の組合員

数はそれぞれ449人、16人で、ユニオンショップ制である。 

株式会社ティアックシステムクリエイトにおけるティアック労働組合の組合員数は2人で、オープンショップ制で

ある。 

なお、労使関係について特に記載すべき事項はない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

周辺機器事業 4,987

コンシューマ機器事業 1,096

情報機器事業 188

その他 57

全社(共通) 63

合計 6,391

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

454 42.5 18.5 6,234,077



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

  ① 業績の全般的概況  

当連結会計年度におけるわが国経済は、原油を始めとする各種素材価格の高騰による不安定要因はあったもの

の、個人消費や民間設備投資の拡大により、景気の回復基調が一段と鮮明になりました。 

 当連結会計年度の連結売上高は847億7千8百万円(前期比18.0％減)となり、営業利益は17億9千万円(前期営業

損失30億4千4百万円)、経常利益8億3千3百万円(前期経常損失64億3千1百万円)となりました。また、特別損失と

してティアックオーストラリア事業再構築関連費用10億8千4百万円、また当連結会計年度より返品調整引当金お

よび製品保証引当金の計上、米国販売子会社ティアックアメリカの売上計上基準の変更等、会計処理の方法を変

更したことによる4億8千8百万円を特別損失に計上したことから、当期純損失15億7千7百万円（前期当期純損失

219億7千9百万円）となりました。 

  

  ② 事業のセグメント別販売状況  

＜周辺機器事業＞  

周辺機器事業の売上高は508億5千3百万円(前期比25.3％減)、営業利益は15億9千7百万円(前期営業損失23億2

千5百万円)となりました。パーソナルコンピュータ（ＰＣ）用スリム光ディスクドライブは、コンボドライブと

ＤＶＤ記録ドライブへの移行がより鮮明となり、一層の低価格化が進行しています。コスト対応力強化のため当

下期に向けて準備を進めていたこれらの新機種では、残念ながら光ピックアップが所定の性能に到達せず、当連

結会計年度の業績改善に大きく貢献できない結果となりました。しかしながら、前期末に実施した生産拠点の統

合や固定費削減の効果のほか、ＰＣ-ＯＥＭ向け不採算機種の販売終了や、ＰＣ用途向け以外に付加価値を付け

たドライブが伸び始めたこと、ＦＤＤやＣＤ-ＲＯＭ、ＤＶＤ-ＲＯＭなどの従来機種で数量は減少しながらも残

存利益が獲得できたことなどの結果、売上高は大幅に減少したものの、営業利益は大幅な赤字から黒字に転換す

ることができました。  

＜コンシューマ機器事業＞  

コンシューマ機器事業では、売上高は276億5百万円(前期比2.9％減)、営業利益は13億6千9百万円(前期比

2.3％減)となりました。音楽制作用機器（ＴＡＳＣＡＭブランド）において、設備用音響機器市場では日本や欧

州の需要増や新製品の投入により、売上高と利益を伸ばすことができました。楽器市場では、新製品ＤＰ-０１

ＦＸ／ＣＤの投入により米国でのマルチトラックレコーダー・カテゴリのシェア首位を回復し、またフランス販

売現地法人の閉鎖に伴う代理店への販売移管により販管費を削減して、利益を伸ばすことができました。一般Ａ

Ｖ機器分野（ＴＥＡＣブランド）においては、ティアックオーストラリア向け販売の絞込みを行ったことや同事

業の再生に係わる経費の増加が影響して売上高、利益とも減少となりましたが、その他地域では引き続き商品の

共通化を進めるとともに、ライフスタイル商品以外にもｉＰｏｄ関連商品などを新規投入、国内市場に対しても

ＴＥＡＣブランド商品の再投入を開始し、収益の改善を進めています。高級ＡＶ機器分野（Ｅｓｏｔｅｒｉｃブ

ランド）においては、最高級ユニバーサルプレーヤー・スーパーオーディオＣＤプレーヤーの国内市場での優位

性を武器に海外市場への進出に着手した結果、まだ規模は小さいながらも明るい兆しが見え始めました。しかし

ながら、低迷が続いている主力の国内市場の影響が大きく、また新製品の発売延期も響いた結果、売上高、利益

とも減少となりました。  

  



  

＜情報機器事業＞ 

情報機器事業においては、売上高は54億6千7百万円(前期比10.9％減)、営業利益は5億2千1百万円(前期比

834.2％増)となりました。ビデオシステム事業では、保守用部品が好調で、増収、増益となりました。医用画像

機器事業では、ＯＥＭ先への新製品導入が遅れ売上高は減少しましたが、固定費の削減により利益は増加しまし

た。計測事業ではトランスデューサー商品が堅調に推移して増収増益となりましたが、レコーダー関連商品は、

上期の落ち込みが大きく売上高は減少しました。通話録音装置はシステム受注を積極的に行い、付加価値を高め

るカスタマイズを進めたことで、利益を伸ばすことができました。  

＜その他事業＞ 

その他事業の売上高は8億5千1百万円(前期比20.0％増)、営業利益は8千3百万円(前期比9.8％減)となりまし

た。ソリューションサービスにてハードウェアやアプリケーションの販売が堅調に推移し、売上高は増収となっ

たものの、ソフトウェアパッケージの売上高が減少したことにより、営業利益は減益となりました。 

  

  ③ 地域別の販売状況  

当連結会計年度は、全地域にて周辺機器の単価の下落や不採算販売の抑制により、売上高は減少しました。日

本においては、任意管理手続きを経て新会社となったティアックオーストラリアへの販売の減少等によって売上

高は減少しましたが、光ディスクドライブ製品のコストダウンや前期末に実施した固定費削減により、営業利益

は黒字に転換しました。米国においても、同様に売上高は減少したものの、ディストリビューション市場での収

益率改善、固定費の削減により営業利益は黒字に転換しました。欧州においては、ディストリビューション市場

での収益率改善のため、商品の絞込みと販売組織の縮小化を行い、売上高は減少しましたが、営業利益は黒字化

しました。アジア他においては、売上高は減少し、営業損失は横ばいとなりました。 

 その結果、地域別売上高は日本が355億2千1百万円で前年同期対比26.0％減、米大陸は208億1千1百万円で前年

同期対比3.2％減、欧州は127億4百万円で前年同期対比22.6％減、アジア他は157億4千万円で前年同期対比9.8％

の減少となりました。地域別営業利益につきましては、日本が25億7百万円(前期営業損失9億4千9百万円)、米大

陸は8億6千3百万円(前期営業損失2億9千9百万円)、欧州は5億9千2百万円(前期営業損失8億3千8百万円)、アジア

他は営業損失3億9千万円(前期営業損失2億7千9百万円)となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度は、税金等調整前当期純損失が12億8千4百万円であり、たな卸資産の減少15億5百万円、売上

債権の減少8億5百万円によるキャッシュ・フローのプラスがあったものの、仕入債務減少額42億6千6百万円等に

よるキャッシュ・フローのマイナスにより、営業活動によるキャッシュ・フローは33億2千9百万円のマイナスと

なりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得等により2億8千1百万円マイナスとな

り、財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済により39億6百万円のマイナスとなった。 

以上の結果、為替による換算差額を差し引いた当連結会計年度末の現金及び現金同等物期末残高は80億6千4百万

円となり、前連結会計年度末から70億1千万円減少した。 

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

 
(注) １ 金額は製造原価による。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2) 受注状況 

当社グループの製品は、原則として需要見込生産であるので、該当事項はない。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりである。 

  

 
２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

周辺機器事業 60,110 △4.8

コンシューマ機器事業 4,566 11.0

情報機器事業 1,156 3.8

その他 346 0.7

合計 66,180 △3.6

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

周辺機器事業 50,853 △25.3

コンシューマ機器事業 27,605 △2.9

情報機器事業 5,467 △10.9

その他 851 20.0

合計 84,778 △18.0

前連結会計年度 当連結会計年度

相手先
金額 
(百万円)

割合 
(％)

相手先
金額 
(百万円)

割合 
(％)

Dell Inc 11,878 11.5 Dell Inc 8,616 10.2



３ 【対処すべき課題】 

  

当社グループを取り巻く経営環境は、ディスクドライブ事業における急激な価格下落等、ここ数年厳しい状態

が続いております。当社は、外部環境に左右されない事業構成を確立し安定的な収益構造に転換すること、およ

び財務体質を強化することが喫緊の課題と認識し、早急な業績の建て直しを図るべく、平成18年3月期を初年度

とする2ヵ年の「中期事業計画」を策定いたしました。当中間会計期間にはフェニックス・キャピタル株式会社

の企業活性化ノウハウを活用し、「中期事業計画」を着実に実行し早期業績回復を図るため、以下のクロスファ

ンクショナルチーム（ＣＦＴ）を発足させ、各々の課題に対する問題解決、アクションプランの検討を行い、現

在その実行段階にあります。 
  

  ① 組織人事  

ポジティブな緊張感、プロフェッショナル志向による組織バリューを高め、顧客志向の会社をつくります。人

材の機動的配置による効率改善を行いポジティブな緊張感、プロフェッショナル志向による組織バリューを高

め、顧客志向の会社をつくります。人材の機動的配置による効率改善を行い、成果を処遇に合理的に反映させる

仕組みをつくり、成果達成を促すとともに、モチベーションアップを図る人事制度をつくります。  

 組織については、顧客・市場からみたビジネスユニットに、事業横断的な活動を行う機能ユニットを加えマト

リクス組織を構成し、事業横断的なシナジー（横串機能）を生み出し、部分最適からの脱却を図っております。

更に、B2Bビジネスへの積極的な投資を速やかに実現するために、平成18年年4月1日付けで子会社との簡易合併

ならびに一部事業統合を行いました 

人事については、成果達成を促す人事制度を策定中です。 
  

  ② 経営管理  

管理会計を強化するとともに業績モニタリング体制を構築し、経営管理におけるＰｌａｎ、Ｄｏ、Ｃｈｅｃ

ｋ、ＡｃｔｉｏｎのＰＤＣＡサイクルを確立します。  

 現在月次べ－スでの業績モニタリングとそのＰＤＣＡの仕組み・体制を構築中であり、また、経営数値の可視

化の改善を目的とした、システムツールの導入を実施中です。 
  

  ③ 調達・生産・物流  

変動費の削減、付加価値の増加、固定物流費の変動費化により損益分岐点を引き下げます。  

調達部材については、ソーシング機能を強化し、また電子相見積もり・リバースオークションシステムの導入に

より、より効率良いコスト低減を推進中です。  

 物流については、グローバルに中間倉庫の撤廃を進め物流線を短縮し、在庫削減と合わせ物流費の低減を行っ

ています。 
  

  ④ 開発力強化  

顧客視点に基づく商品投入、開発業務効率化、個人のスキルアップ等を通じて、プロダクトアウトからマーケ

ットイン顧客視点に基づく商品投入、開発業務効率化、個人のスキルアップ等を通じて、プロダクトアウトから

マーケットインへの体質転換と、開発余力の確保により、新製品投入のスピードアップを図ります。  

 開発プロセスの標準化を含め、意思決定プロセス・商品ライフサイクルマネジメントを見直し、開発期間の短

縮化と収益性の管理強化を進めています。 
  

  ⑤ ブランド・中長期戦略  

ティアックブランドの軸となる企業理念を体系的に構築し、その明文化と全従業員への浸透を図ります。 企

業理念の構築および明文化を終え、今後コーポレートコミュニケーション機能を充実すべく人材を補強し、また

外部支援も加えることで、マーケット・社会に対しティアックブランドを再度アピールしてまいります。  

  



４ 【事業等のリスク】 

  

 当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性のあるリスクは、主として次のようなものがありま

す。  
  

  ① 為替相場の変動による影響  

当社は海外における生産・販売活動の比重が高いことから、外貨建て売上・仕入・費用の割合が大きく、また

連結財務諸表作成のための円換算により、為替変動の影響を受けます。一般的に他の通貨(主として米ドル及び

ユーロ)に対する円高は当社の事業に悪影響を及ぼし、円安は当社の事業に好影響をもたらします。当社は為替

予約により短期の為替相場の変動リスクをヘッジしておりますが、そのリスクの全てを排除することは不可能で

あり、今後も為替相場の変動によって当社の経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 
  

  ② 競争による影響  

当社の主要事業である周辺機器事業は、ＰＣ業界における競争が激化していることにより、新製品の開発、価

格競争に常にさらされております。またＯＥＭ顧客への売上は、それらの顧客の業績や当社が管理できない要因

により大きな影響を受け、顧客の要求に応じるための値下げは当社の利益率を低下させる可能性があります。こ

うした競争的な環境下において競争優位を得られない場合、またＯＥＭ顧客の行動に変化があった場合、当社の

経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 
  

  ③ 新製品投入遅れによる影響  

当社は、他社からキーデバイスや部材を購入し、また他社に一部の設計を委託しておりますが、当社単独の責

によらない予想外の事態が発生し、新製品の市場投入が遅れた場合、当社の経営成績および財政状態に影響を与

える可能性があります。  
  

  ④ 知的所有権について  

当社は様々な知的所有権を使用しており、それらは当社所有のものであるか或いは使用許諾を受けたものであ

ると認識しておりますが、当社の認識外で第三者の知的所有権を侵害する可能性があります。知的所有権を廻っ

ての係争が発生した場合、当社の経営成績および財政状態に影響を与える可能性があります。  
  

  ⑤ 海外子会社について  

海外子会社であるティアック オーストラリアＰＴＹ.,ＬＴＤは、任意管理後清算過程にある旧ティアック

オーストラリアＰＴＹ.,ＬＴＤ（現社名ＡＣＮ ００５ ４０８ ４６２ＰＴＹ., ＬＴＤ）より昨年9月に事業を

引き継ぎましたが、当連結会計年度において赤字を計上しています。現在業務のスリム化によるコスト削減を実

施し、営業力の強化、更なるコスト削減により黒字化を目指しておりますが、売上低迷が続くと当社の経営成績

および財政状態に影響を与える可能性があります。 

  

※ 当中間連結会計期間まで記載の「米国子会社が販売している商品の米国際貿易委員会（ＩＴＣ）の調査につ

いて」につきましては、平成18年1月27日に、特許権者であるＺｏｒａｎ社と侵害を訴えられていたＭｅｄ

ｉａＴｅｋ社の和解が成立したことにより、当連結会計年度から当社の事業等のリスクには記載しておりま

せん。 

※ 上記のうち将来に関する事項は、平成18年6月30日現在において当社が判断したものであります。 

※ 上記は当社の事業に関する全てのリスクを網羅したものではありません。当社は事業展開上、さまざまなリ

スクがあることを認識し、それらをできる限り回避するように努めております。しかし、経済情勢、市況、

金融市場等に様々な変動が発生した場合には、当社の経営成績及び財政状態に影響を与える可能性がありま

す。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

(1) 技術受入契約 

当社が締結している主な技術受入契約は下表のとおりであり、対価として一定料率のロイヤルティを支払ってい

る。 

  

 
  

  

契約会社名 相手先の名称 国名 技術導入の内容 契約期間

ティアック株式会

社(当社)

コーニンクレッカ・フィリ

ップスエレクトロニクス・

エヌ・ブイ社

オランダ

ＣＤレコーダー及びＤＶＤ

プレーヤーとの複合製品に

関する特許実施権の許諾

自 平成14年11月１日

至 平成24年10月31日

トムソンライセンシング・

エス・エー社
フランス

ＤＶＤプレーヤーに関する

特許実施権の許諾

自 平成16年４月１日

至 平成18年８月８日

以降５年毎の自動延長



６ 【研究開発活動】 
  

グループの研究開発活動は主として提出会社に集中しており、提出会社および現地販売法人において技術動

向・市場動向の情報を集め、提出会社にて開発を担当し、国内外の生産拠点にて生産を行う一方、米国市場中心

の一部のコンシューマ機器製品開発は、米国販社内に設置した開発チームで提出会社と連携をとりながら研究開

発活動を行っております。  

 提出会社の研究開発活動は、先端商品の開発を担当する設計技術センターと各社内カンパニーに所属し、各カ

ンパニーに直結した形で市場のニーズにいち早く合致した商品の開発を担当する開発部でテーマを分担し、研究

開発を推進しております。  

当連結会計年度の開発人員は191名で、研究開発費として3,411百万円投入しております。  

 当連結会計年度の主な研究開発の概況と成果は次のとおりです。なお、提出会社の研究開発部門は6部門に区

分されており、また、テーマ毎に部門内および部門間で細分化しております。 
  

＜周辺機器事業＞  

主力カテゴリーである、Note-PC向けスリム型光ディスクドライブでは、先期より進めてきたプラットフォー

ム統一化が、当連結会計年度上期に製品化したCD-ROMとSuper-multiによって完了しました。これにより、コス

トダウン・生産性の向上・開発工数の低減等の効果が期待されます。  

下期においては、 

(1)  スリムComboドライブの開発において当初採用を予定していた光ピックアップが技術的に熟成せず、代

替え品に切り替えたことにより十分なコストダウンが実現出来なかった。 

(2)  スリムSuper-Multiドライブ コストダウンモデルの開発において、光ピックアップの技術的課題解決に

目処が立たず、開発半ばで製品化を断念した。 

(3)  当社メカ技術を結集した9.5mmHのスロット型Comboドライブについては、ビジネスの目処が立たず、開

発半ばで製品化を断念した。  
  

といった事象が発生し大変厳しい状況となりました。 

その中で、下期より交渉を重ねてきたパイオニア社との共同開発が実現し、来上期での市場投入を目指し、ス

リムSuper-Multiの開発に着手いたしました。コストダウン・開発工数の低減等、シナジー効果が期待されま

す。8㎝ディスクに対応したスリムSlot型の開発に着手し、来上期に市場投入を予定しております。 

Non-PC向けの製品では、スリムメカを利用したDVD-Player向けのビジネスが中心でしたが、デジタルオーディ

オの普及を背景とした、新しいカテゴリーの製品が求められる傾向が出てきており、それに対応すべく製品化の

準備に着手いたしました。 
  

＜コンシューマ機器製品＞  

業務市場向けでは、定番のCDレコーダ２モデルCD-RW900/CD-RW901を開発しました。また、CFカードを記録媒

体とするポータブルレコーダHD-P2の開発を完了しました。楽器市場向けでは、USB PCインタフェイス US‐１

22L/US-144の開発に着手、プリプロダクションを実施しました。また、新規カテゴリーとして開発中であった、

CDトレーナー内蔵ギターアンプ GA-100CDも、社内評価、各種安全規格をクリアし、プリプロダクションの段階

に達しました。OEM市場向けでは、CDレコーダ２モデルCDR632/CDR-07の開発を完了しました。  

ハイエンド市場向けには、いままでにない斬新なデザインのデジタルアンプAZ-1を開発、UZ-1/SZ-1と共にエ

レガントシリーズとして海外にも積極的に紹介し、優美な造形と高水準の音質を両立した製品として注目を集め

ています。また、最高水準の映像を追求したフラグシップモデルとして、P-03 Universalを開発し、専門誌にて

高い評価を得ました。前期開発のP-03/D-03とあわせて業界におけるエソテリックの地位がさらに確固たるもの

となりつつあります。 
  



  

＜情報機器製品＞  

業務用映像機器製品では民間航空機搭載用に開発を進めていた、メディアローダがアメリカ航空局（FAA）の

認証試験に合格しました。 

データレコーダ関連では、アプリケーションソフトで収録画像と計測データをＰＣ上で同期表示が可能な、画

像記録再生装置AQ-VUの開発を終え、来上期より販売を開始します。 

堅牢メカ技術を搭載した特定市場（列車、自動車等 乗り物搭載用）向け録画装置の展開を図るため耐振動/耐

環境レコーダVP-1の開発に着手しました。 

通話録音再生装置の展開を図るため、LA-2000の後継機LA-4000ANの開発に着手しました。  

新規ジャンルの業務用CD/DVDラベルプリンターでは、医療機器メーカー向けシステムWP-55Tの海外一般展開を計

るため、アプリケーションソフトの開発に着手しました。  

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

  

(1) 財政状態 

  

1．資産・負債の状況の分析等  

■ 現金及び現金同等物 

現金及び現金同等物につきましては、営業活動によるキャッシュ・フローのマイナス33億2千9百万円、借入金

返済等による財務活動によるキャッシュ・フローのマイナス39億6百万円等により、80億6千4百万円と前連結会

計年度と比較して70億1千万円減少いたしました。 

  

■ 売上債権 

売上債権につきましては、当連結会計年度末は128億3百万円と前連結会計年度と比較して3億6千7百万円減少い

たしました。減少の主な要因は売上高の減少によるものであります。売上債権回転期間は2日減少いたしまし

た。 

  

 
注： 基準となる売上債権は、期首残高と期末残高の平均値をもちいております。 

  

■ たな卸資産 

たな卸資産につきましては、当連結会計年度末は115億4千7百万円と前連結会計年度と比較して10億1千5百万円

減少いたしました。減少の主な要因は、通常のたな卸資産の削減によるものであり、たな卸資産回転期間は12

日減少いたしました。 

  

 
注： 基準となるたな卸資産は、期首残高と期末残高の平均値をもちいており、回転期間の算出につきまして

は売上原価に基づいております。 

  

■ 仕入債務 

仕入債務につきましては、当連結会計年度末は73億8千8百万円と前連結会計年度と比較して38億1千7百万円減

少いたしました。減少の主な要因は、たな卸資産削減及び売上高の減少による仕入高の減少、部品の海外調達

の増加に伴う仕入債務回転期間の短縮によります。 

  

 
注： 基準となる仕入債務は、期首残高と期末残高の平均値をもちいており、回転期間の算出につきましては

売上原価に基づいております。 

  

■ 有利子負債 

有利子負債の残高は、借入金の返済により当連結会計年度末は178億7千5百万円と、前連結会計年度と比較して

37億7千6百万円減少いたしました。 

  

■ 自己資本 

前連結会計年度 当連結会計年度 増減

売上債権回転期間 57日 55日 △2日

前連結会計年度 当連結会計年度 増減

たな卸資産回転期間 80日 68日 △12日

前連結会計年度 当連結会計年度 増減

仕入債務回転期間 67日 53日 △14日



当連結会計年度は15億7千7百万円の当期純損失を計上し、自己資本の減少要因となりましたが、仕入債務と有

利子負債の減少に伴う総資産の圧縮、為替の円安に伴い為替換算調整勘定が10億4千7百万円減少したことによ

り、自己資本比率は6.9%となりました。 

  

 
  

※ なお、上記の分析においては、為替レートの変動による在外子会社の円換算額の増減については、考慮して

おりません。 

  

(2) 経営成績 

全般的な経営成績につきましては「業績等の概要」及び「セグメント情報」をご参照ください。  

「セグメント情報」における営業費用のうち販売費及び一般管理費につきましては、前連結会計年度における希望

退職等の固定費削減により、販売費及び一般管理費は52億5百万円減少いたしました。  

その他、営業外損益、特別損益の主要な増減につきましては次のとおりです。  

  

■ 営業外収益 

営業外収益は、受託業務収益の減少に伴い、9億8千万円と前連結会計年度よりも2千2百万円減少いたしまし

た。 

  

■ 営業外費用 

営業外費用は、19億3千7百万円と前連結会計年度よりも24億5千1百万円減少いたしました。前連結会計年度は

たな卸廃棄損等を20億8千万円が計上されていましたが、当連結会計年度は3億4千7百万円と大幅に減少したこ

と、また有利子負債の減少により支払利息が4億7千7百万円減少したことによります。 

  

■ 特別利益 

特別利益は、4億1千2百万円と前連結会計年度よりも2億3百万円増加いたしました。主として、当連結会計年度

は貸倒引当金戻入益が1億5千2百万円発生したことによります。 

  

■ 特別損失 

前連結会計年度は、強制低価法によるたな卸評価損等48億5千9百万円、ティアックオーストラリアPTY.,LTDの

任意管理手続きにともなう貸倒引当金繰入額34億5千万円等により、105億5千1百万円の特別損失を計上しまし

たが、当連結会計年度は25億3千万円と80億2千1百万円減少しました。当連結会計年度の特別損失は、主として

ティアックオーストラリアPTY.,LTDの関係会社事業再構築費用10億8千4百万円、会計方針の変更に伴う損失

（過年度製品保証引当金繰入額、過年度返品調整引当金繰入額、過年度売上高修正損）4億8千8百万円等の発生

によるものであります。 

  

■ 法人税等調整額 

前連結会計年度は、多額の当期純損失の発生に伴い繰延税金資産の回収可能性を考慮し、海外子会社で計上分

を除いた繰延税金資産の全額を取崩したことから、法人税等調整額は51億4百万円と多額となりましたが、当連

結会計年度の法人税等調整額は49億7千1百万減少し、1億3千3百万円となりました。 

前連結会計年度 当連結会計年度 増減

自己資本比率 6.7% 6.9% 0.2%



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループは、省力化、生産性の向上及び製品の信頼性向上のための投資を行っている。 

当連結会計年度の設備投資については、設備投資、測定器、金型等の更新を中心とした経常的な投資に

とどまったが、内訳は以下のとおりである。（金型には消費税を含まない。） 

  

(単位：百万円) 

   

また、所要資金は自己資金で賄っている。 

  

当連結会計年度 前期比

周辺機器事業 397 △1.1％

コンシューマ機器事業 335 33.2％

情報機器事業 18 △63.7％

その他事業及び全社共通 39 △39.6％

   合計 791 2.7％



２ 【主要な設備の状況】 

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりである。 

(1) 提出会社 

  

 
  

(2) 国内子会社 

  

 
  

(3) 海外子会社 

  

 
  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別
セグメントの 
名称

設備の 
内容

帳簿価格(百万円) 従業
員数 
(人)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

入間事業所 
(埼玉県入間市)

周辺機器事業 
コンシューマ機
器事業 
情報機器事業

開発設備 313 10
437

(10,169.87)
31 793 161

本社 
(東京都武蔵野市)

周辺機器事業 
コンシューマ機
器事業 
情報機器事業 
消去又は全社

本社及び 
販売設備

522 11
839

(9,488.55)
89 1,463 293

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の 
種類別 
セグメント 
の名称

設備の 
内容

帳簿価格(百万円) 従業
員数 
(人)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

富士吉田 
ティアック㈱

本社・工場 
(山梨県 
富士吉田市)

周辺機器
事業

生産設備 6 3 ― 4 14 74

ティアック 
電子計測㈱

本社・工場 
(神奈川県 
川崎市)

情報機器 
事業

生産設備 0 1 ― 21 23 56

㈱ティアック 
システム 
クリエイト

本社・工場 
(東京都 
武蔵野市)

情報機器
事業
その他

生産設備 ― ― ― 15 15 71

㈱セレパス
本社・工場 
(東京都 
青梅市)

コンシュ
ーマ機器
事業 
情報機器
事業

生産設備 3 67 ― 4 74 85

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の 
種類別 
セグメント 
の名称

設備の 
内容

帳簿価格(百万円) 従業
員数 
(人)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

ティアック 
アメリカ INC.

アメリカ現地
法人  
(California, 
U.S.A)

周辺機器
事業 
コンシュ
ーマ機器
事業 
情報機器
事業

販売設備 221 ―
159

(101,845.21)
33 414 152

ティアック  
ヨーロッパ  
GmbH

ドイツ現地法
人  
(Wiesbaden,  
Germany)

周辺機器
事業 
コンシュ
ーマ機器
事業

販売設備 ― ― ― 30 30 36

ティアック 
UK LTD.

イギリス現地
法人 
(Hertfordshi 
re,U.K.)

コンシュ
ーマ機器
事業

販売設備 12 0 ― 9 21 21



  

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品である。 

なお、金額には消費税等を含めていない。 

２ 提出会社の本社中の土地及び建物には、下記の連結子会社に貸与中のものを含む。 

 
  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の 
種類別 
セグメント 
の名称

設備の 
内容

帳簿価格(百万円) 従業
員数 
(人)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

ティアック 
エレクトロ 
ニクス 
(M) Sdn.Bhd.

マレーシア現
地法人 
(Malacca, 
Malaysia)

周辺機器
事業

生産設備 1,117 77
21

(101,845.21)
8 1,224 1,418

PT.ティアック 
エレクトロ 
ニクス 
インドネシア

インドネシア
現地法人 
(Batam, 
Indonesia)

周辺機器
事業

生産設備 ― 270 ― 14 285 3,132

東莞東発 
ティアック 
オーディオ  
Co., Ltd.

中国現地法人 
広東省 
東莞市

コンシュ
ーマ機器
事業

生産設備 10 104 ― 147 262 638

ティアック 
オーストラリア
PTY., LTD

オーストラリ
ア現地法人
(Melbourne, 
Australia)

コンシュ
ーマ機器
事業

販売設備 8 32 ― 31 72 81

  連結子会社 土地 建物及び構築物

富士吉田ティアック㈱ 326百万円(4,543.95㎡) 142百万円(3,512.11㎡)

㈱セレパス 510百万円(1,494.60㎡) 182百万円(3,648.20㎡)



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

当社グループ(連結及び連結子会社)は、国内外の生産拠点を中心に生産設備の更新を中心とした設備

調達を行なっており、期末時点ではその設備の新設・拡充の計画を個々のプロジェクトごとに決定して

おりません。そのため、事業の種類別セグメントごとの数値を開示する方法によっております。 

当連結会計年度１年間の設備投資計画（新設・拡充）は、 753百万円であり、事業セクメントごとの内

訳は次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には消費税等は含まれていない。 

２ 設備投資計画に係る今後の所要資金については、主として、自己資金をもって充当する予定である。 

３ 経常的な設備の更新のための除・売却を除き、重要な設備の除・売却の計画はない。 

４ 各セグメントの計画概要は、次のとおりである。 

   

  

(2) 重要な設備の除却等 

経常的な設備の更新のための売却・除却を除き、重要な設備の売却・除却の計画はない。 

  

事業の種類別 
セグメントの名称

平成18年３月31日
計画金額(百万円)

設備等の主な内容・目的

周辺機器事業 482
DVD、コンボドライブを中心とする
コンピュータ周辺機器ドライブ生産
設備、測定機器及び金型等の更新

コンシューマ機器事業 218
業務市場、楽器市場及び一般民生用
音響製品生産用の生産設備、測定器
具及び金型等の更新

情報機器事業 53

業務用映像機器製品、データレコー
ダ及び通話録音再生装置等の生産用
の生産設備、測定器具及び金型等の
更新

合計 753 ―



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) Ａ種優先株式の内容は次のとおりである。 

(1) 優先配当金 

(イ)  当社は、剰余金の配当を行うときは、Ａ種優先株式を有する株主（以下「Ａ種優先株主」とい

う。）又はＡ種優先株式の登録株式質権者（以下「Ａ種優先登録株式質権者」という。）に対し、

普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）及び普通株式の登録株式質権者（以下「普通

登録株式質権者」という。）に先立ち、Ａ種優先株式１株につき下記(ロ)に定める額の優先配当金

を支払う。 

(ロ)  優先配当金の額 

１株当りのＡ種優先株式の優先配当金（以下「Ａ種優先配当金」という。）の額は、Ａ種優先株式

の払込価額（50円）に、それぞれの事業年度ごとに下記の年率（以下「Ａ種優先株式年配当率」と

いう。）を乗じて算出した額とする。  

Ａ種優先株式年配当率＝日本円TIBOR（６ヶ月物）＋2.50%  

「日本円TIBOR（６ヶ月物）」とは、平成17年４月１日以降の毎年４月１日（当日が銀行休業日の場

合は翌営業日）（以下「Ａ種優先株式優先配当算出基準日」という。）の、午前11時における日本

円の６ヶ月物トーキョー・インター・バンク・オファード・レート（日本円TIBOR）として全国銀行

協会によって公表される数値のうち、支払うべきＡ種優先配当金に関する事業年度内に含まれる日

に係る数値をいう。  

Ａ種優先株式優先配当算出基準日に日本円TIBOR（６ヶ月物）が公表されない場合、同日（当日が銀

行休業日の場合は翌営業日）ロンドン時間午前11時におけるスクリーン・ページに表示されるロン

ドン銀行間市場出し手レート（ユーロ円LIBOR６ヶ月物（360日ベース））として英国銀行協会（Ｂ

ＢＡ）によって公表される数値又はこれに準ずるものと認められるものを、日本円TIBOR（６ヶ月

物）に代えて用いるものとする。  

日本円TIBOR（６ヶ月物）又はこれに代えて用いる数値は、％未満小数第３位まで算出し、その小数

第３位を四捨五入する。  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 400,000,000

Ａ種優先株式 80,000,000

計 480,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月30日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 191,317,134 191,317,134
東京証券取引所
市場第一部

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式

Ａ種優先株式 80,000,000 80,000,000 ― (注)

計 271,317,134 271,317,134 ― ―



(ハ)  優先中間配当金 

当社は、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して、Ａ種優先中間配当は行わない。 

(ニ)  累積条項 

ある事業年度においてＡ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して行う剰余金の配当の額が

Ａ種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積する。 

(ホ)  非参加条項 

当社は、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対しては、Ａ種優先配当金の額を超えて剰余

金の配当は行わない。 

(2) 残余財産の分配 

当社の残余財産を分配するときは、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対し、普通株主又は普通

登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株につき50円を支払う。  

Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対しては、前記のほか残余財産の分配は行わない。  

(3) 取得条項 

当社は、分配可能額の範囲内で、いつでもＡ種優先株式を取得することができる。  

Ａ種優先株式１株当りの取得と引換えに交付する金銭の額は、下記の価額より、Ａ種優先株主又はＡ種優

先登録株式質権者に対して、発行後取得までの間に実際に支払われたＡ種優先配当金の総額を減算した金

額とする。  

平成17年４月１日から平成18年３月31日までの期間については金50円  

平成18年４月１日から平成19年３月31日までの期間については金57円  

平成19年４月１日から平成20年３月31日までの期間については金66円  

(4) 議決権 

Ａ種優先株主は、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。 

(5) 株式の併合又は分割 

当社は、法令に定める場合を除き、Ａ種優先株式について、株式の併合又は分割は行わない。 

(6) 募集株式の割当てを受ける権利等の付与 

当社は、株主に募集株式の割当てを受ける権利、募集新株予約権の割当てを受ける権利又は募集新株予約

権付社債の割当てを受ける権利を与えるときは、各々の場合に応じて、普通株主には普通株式の、Ａ種優

先株主にはＡ種優先株式の、募集株式の割当てを受ける権利、募集新株予約権の割当てを受ける権利又は

募集新株予約権付社債の割当てを受ける権利を同時に同一の割合で与える。 

(7) 取得請求権 

Ａ種優先株主は、下記の条件に従って、当社に対して、その保有するＡ種優先株式を当社の普通株式の交

付と引換えに当社に取得させることができる。 

(イ)  取得を請求することができる期間 

平成17年7月1日から平成20年3月31日までとする。 

(ロ)  取得の条件 

Ａ種優先株式は、上記(イ)の期間中、１株につき下記(a)、(b)及び(c)に定める取得価額により、当

社の普通株式の交付と引換えに当社に取得させることができる。 

(a) 当初取得価額 

当初取得価額は50円とする。ただし、平成17年３月30日を払込期日とする普通株式の払込価額

が当初取得価額を下回る場合には、当初取得価額は普通株式の払込価額に修正されるものとす

る。 

(b) 取得価額の修正 

取得価額は、平成17年７月１日以降平成20年３月31日（当該日が営業日でない場合には翌営業

日）までの各取得請求可能日において、Ａ種優先株式の全部又は一部について取得請求がなさ

れる場合には、当該取得請求可能日をもって、当該取得請求可能日に先立つ45取引日目に始ま

る30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配

表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）に修正されるものとする（円単位未満小

数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。なお、かかる修正後取得価額は、当該

取得請求がなされたＡ種優先株式を含むＡ種優先株式の全部に適用されるものとする。）。た

だし、当該平均値が当初取得価額の50％に相当する金額（ただし、下記(d)の調整を受ける。）

（以下「下限取得価額」という。）を下回る場合には、修正後取得価額は下限取得価額とす

る。また、当該平均値が当初取得価額の100％に相当する額（ただし、下記(d)の調整を受け

る。）（以下「上限取得価額」という。）を上回る場合には、修正後取得価額は上限取得価額

とする。 

  



  

(c) 取得価額の調整 

Ⅰ  Ａ種優先株式発行後、次のいずれかに該当する場合には、取得価額を次に定める算式

（以下「取得価額調整式」という。）により調整する。取得価額調整式を用いる計算に

ついては、円単位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。 

 
ｉ    取得価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって、普通株式を発行又は

自己株式を処分する場合（ただし、株式の分割、株式無償割当て、取得請求権付

株式の取得又は新株予約権の行使による場合を除く。また、株主割当ての場合を

除く。）  

調整後取得価額は、払込期日の翌日以降、これを適用する。なお、自己株式の処

分の場合には、取得価額調整式における「新規発行普通株式数」は「処分自己株

式数」に、「１株当りの払込金額」は「１株当りの処分価額」に、また「自己株

式数」は「処分前自己株式数」に、それぞれ読み替える。  

ⅱ    株式の分割により普通株式を発行する場合 

調整後取得価額は、株式の分割のための株主割当日があるときにはその株主割当

日の翌日以降、株式の分割のための株主割当日がないときには当社の取締役会に

おいて株式分割の効力発生日と定めた日の翌日以降、これを適用する。なお、こ

の場合、取得価額調整式における「（既発行普通株式数－自己株式数）」は「既

発行普通株式数」と読み替える。ただし、剰余金の額を減少して資本金の額を増

加することを条件としてその部分をもって株式の分割により普通株式を発行する

旨を取締役会で決議する場合で、当該剰余金の額を減少して資本金の額を増加す

る決議をする株主総会の終結の日以前の日を株式の分割のための株主割当日とす

る場合には、調整後取得価額は、当該剰余金の額を減少して資本金の額を増加す

る決議をした株主総会の終結の日の翌日以降、これを適用する。 

ⅲ    取得価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって普通株式の交付を受けるこ

とができる株式又は権利行使により発行される普通株式１株当りの払込価額が取

得価額調整式に使用する時価を下回ることとなる新株予約権もしくは新株予約権

付社債を発行する場合(ただし、株主割当ての場合を除く。)  

調整後取得価額は、その証券の発行日に、発行される証券の全額が取得又は全て

の新株予約権が行使されたものとみなし、その発行日の翌日以降、これを適用す

る。ただし、当該発行される株式の取得価額又は当該新株予約権の行使に際して

払込みをなすべき１株当りの額が、その払込期日において確定しないという場

合、調整後取得価額は、これらの額が決定される日（以下「価額決定日」とい

う。）において、発行される株式の全額が取得され、もしくは新株予約権の全て

が行使されたものとみなし、価額決定日の翌日以降、これを適用する。 

Ⅱ    上記Ⅰに掲げる場合のほか、合併、株式移転、株式交換、会社の分割、資本の減少、普

通株式の併合等により取得価額の調整を必要とする場合には、取締役会が適当と判断す

る取得価額に変更される。 

Ⅲ    取得価額調整式に使用する１株当りの時価は、調整後取得価額を適用する日（ただし、

上記Ⅰⅱただし書きの場合には株主割当日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株

式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含

む。）の平均値（終値のない日数を除く。）とし、その計算は円単位未満小数第２位ま

で算出し、その小数第２位を四捨五入する。なお、上記45取引日の間に、Ⅰ又はⅡで定

める取得価額の調整事由が生じた場合には、取得価額調整式で使用する時価（当該平均

値）は、取締役会が適当と判断する価額に調整される。 

Ⅳ    取得価額調整式に使用する調整前取得価額は、調整後取得価額を適用する前日において

有効な取得価額とする。また、取得価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主割

当日がある場合はその日、株主割当日がない場合は調整後取得価額を適用する日の１ヶ

月前の日における当社の発行済普通株式数とする。 

  

  

（既発行普通株式数－自己株式数）＋
新規発行普通株式数×１株当りの払込金額

調整後 
取得価額

＝
調整前 
取得価額

×
１株当りの時価

（既発行普通株式数－自己株式数）＋新規発行普通株式数



  

Ⅴ    取得価額調整式により算出された調整後取得価額と調整前取得価額との差額が１円未満

にとどまるときは、取得価額の調整はこれを行わない。ただし、その後取得価額の調整

を必要とする事由が発生し、取得価額を算出する場合には、取得価額調整式中の調整前

取得価額に代えて調整前取得価額からこの差額を差し引いた額を使用する。 

(d) 上限取得価額及び下限取得価額の調整 

上記(c)の規定により取得価額の調整を行う場合には、上限取得価額及び下限取得価額について

も、「取得価額」を「上限取得価額」又は「下限取得価額」に置き換えた上で上記(c)の規定を

準用して同様の調整を行う。 

(e) 取得と引換えに交付すべき普通株式数 

Ａ種優先株式の取得と引換えに交付すべき当社の普通株式数は、次のとおりとする。 

 
交付すべき普通株式数の算出に当って１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 

(f) 取得の請求により交付する株式の内容 

当社普通株式 

(g) 取得請求受付場所 

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号  

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部  

(h) 取得請求の効力の発生 

取得請求の効力は、取得請求書及びＡ種優先株式の株券が上記(g)に記載する取得請求受付場所

に到着したときに発生する。ただし、Ａ種優先株式の株券が発行されていない場合は、株券の

提出を要しないものとする。 

(8) 取得請求後第１回目の配当 

Ａ種優先株式の取得により交付された普通株式に対する最初の剰余金の配当は、取得の請求が４月１日か

ら翌年３月31日までになされたときには４月１日に取得があったものとみなしてこれを支払う 

(9) 一斉取得条項 

取得を請求することができる期間中に取得請求のなかったＡ種優先株式は、同期間の末日の翌日をもって

当社が取得し、これと引換えにＡ種優先株式１株の払込金相当額を同期間の末日における取得価額で除し

て得られる数の普通株式を交付する。  

普通株式数の算出に当って１株に満たない端数が生じたときは、会社法第234条に定める方法によりこれを

取扱う。  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はない。 

  

取得と引換えに交付すべき 
普通株式数

＝
Ａ種優先株主が取得請求のために提出したＡ種優先株式の払込価額の総額

取得価額



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 平成14年６月27日開催の定時株主総会における資本準備金減少決議に基づくその他資本剰余金への振替であ

る。 

２ 欠損填補を目的とした90％の無償減資によるものである。平成17年2月23日開催の臨時株主総会において、

資本減少の決議を行い、平成17年3月29日その減資の効力が発生している。 

３ フェニックス・キャピタル・パートナーズ・ワン投資事業組合を割当先とする第三者割当による新株式発行

に伴う増加である。 

発行株式数：普通株式120,000,000株、Ａ種優先株式80,000,000株 

発行価額 ：普通株式、Ａ種優先株式ともに1株につき50円 

資本組入額：普通株式、Ａ種優先株式ともに1株につき25円 

４ 平成17年6月29日開催の定時株主総会における損失処理により、資本準備金6,932百万円全額を取り崩しして

いる。 

  

(4) 【所有者別状況】 

① 普通株式 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 当期末現在における自己株式は423,127株であり、「個人その他」に423単元及び「単元未満株式の状況」に

127株を含めて記載している。 

なお、平成18年３月31日現在の実質的な所有株式数は、420,127株である。 

２ 上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が、48単元含まれている。 

  

② Ａ種優先株式 

平成18年３月31日現在 

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成14年８月10日 
(注１)

― 71,317,134 ― 7,730 △9,398 1,932

平成17年３月29日 
(注２)

― 71,317,134 △6,957 773 ― 1,932

平成17年３月30日 
(注３)

200,000,000 271,317,134 5,000 5,773 5,000 6,932

平成17年６月29日 
(注４)

― 271,317,134 ― 5,773 △6,932 ―

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数 
(人)

― 45 34 116 40 10 11,283 11,528 ―

所有株式数 
(単元)

― 22,568 2,091 122,925 883 13 40,929 189,409 1,908,134

所有株式数 
の割合(％)

― 11.91 1.10 64.90 0.47 0.01 21.61 100 ―

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数 
(人)

― ― ― 1 ― ― ― 1 ―

所有株式数 
(単元)

― ― ― 80,000 ― ― ― 80,000 ―

所有株式数 
の割合(％)

― ― ― 100.00 ― ― ― 100 ―



(5) 【大株主の状況】 

① 普通株式 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 株式会社三菱東京ＵＦJ銀行は、平成18年1月1日に株式会社東京三菱銀行と株式会社ＵＦJ銀行が合併し、社

名を変更しております。 

２ 三菱ＵＦJ信託銀行株式会社は、平成17年10月1日に三菱信託銀行株式会社とＵＦJ信託銀行株式会社が合併

し、社名を変更しております。 

３ 上記信託銀行の所有株式数のうち、信託業務に係る株式が以下のとおり含まれている。 

   三菱ＵＦJ信託銀行株式会社    1,089千株 

          

② Ａ種優先株式 

平成18年３月31日現在 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

フェニックス・キャピタル・パ
ートナーズ・ワン投資事業組合

東京都千代田区丸の内2-2-1岸本ビル9階 120,000 62.72

株式会社みずほコーポレート銀
行 
(常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内1-3-3
(東京都中央区晴海1-8-12)

3,433 1.79

株式会社三菱東京ＵＦJ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 3,433 1.79

明治安田生命保険相互会社 
(常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内2-1-1
(東京都中央区晴海1-8-12)

2,359 1.23

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 2,297 1.20

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内1-2-1 2,008 1.05

三菱ＵＦJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内1-4-5 1,885 0.99

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1-6-6 1,874 0.98

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿1-26-1 1,342 0.70

株式会社相川プレス工業 山梨県都留市鹿留1061 1,023 0.53

計 ― 139,656 73.00

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

フェニックス・キャピタル・パ
ートナーズ・ワン投資事業組合

東京都千代田区丸の内2-2-1岸本ビル9階 80,000 100.00

計 ― 80,000 100.00



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、48,000株(議決権48個)含

まれている。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式127株が含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 株主名簿上は、当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が3,000株(議決権3個)ある。 

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含まれている。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式
Ａ種優先株式

80,000,000
―

「１ 株式等の状況」「(1) 株式の総
数等」「② 発行済株式」の注記参照

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 420,000

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式
188,989,000

188,989 同上

単元未満株式 普通株式
1,908,134

― 同上

発行済株式総数 271,317,134 ― ―

総株主の議決権 ― 188,989 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
ティアック株式会社

東京都武蔵野市中町 
３―７―３

420,000 ― 420,000 0.15

計 ― 420,000 ― 420,000 0.15



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づき、当社の執行役員および従業員に対してストックオプシ

ョンとして発行する新株予約権の募集事項の決定を当社取締役会に委任することを平成18年6月29日の第58回定

時株主総会において特別決議したものである。 

当該制度の内容は、次のとおりである。 

 
(注) １ 付与対象者の人数の詳細は、本有価証券報告書提出日以降に開催される当社取締役会決議をもって決定す

る。 

２ 当株主総会決議の日（以下「決議日」という。）後、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式

の株式無償割当てを含む。以下株式分割の記載につき同じ。）または株式併合を行う場合には、付与株式数

を次の算式により調整し、調整の結果生じる1株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。 

    調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

    また、上記のほか、決議日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な

範囲で付与株式数を調整する。 

３ 新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除

く。）の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下「終値」という。）の平均値に1.1

を乗じた金額（1円未満の端数は切り上げる。）または割当日の前日の終値（当日に終値がない場合は、そ

れに先立つ直近の取引日の終値）のいずれか高い金額とする。  

なお、割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割または株式併合を行う場合には、行使価額を次の算

式により調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとする。  

 
また、割当日後、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき新株式の発行または自己株式の処分を行う

場合には、行使価額を次の算式により調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるもの

とする。 

 
なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株

式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を

「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。  

さらに、上記のほか、割当日後、他の種類株式の普通株主への無償割当て、他の会社の株式の普通株主へ配

当を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、かかる割当てまたは配当

等の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。  

４ 新株予約権の行使の条件については、本有価証券報告書提出日以降に開催される当社取締役会決議をもって

決定する。 

  

  

決議年月日 平成18年６月29日

付与対象者の区分及び人数 当社の執行役員および従業員(注１)

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式

株式の数(株) 200,000株を上限とする。(注２)

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注３)

新株予約権の行使期間
平成20年7月1日から平成23年8月31日までの範囲内で当社取締役会にお
いて決定する。

新株予約権の行使の条件 (注４)

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承
認を要するものとする。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
1

分割・併合の比率

    既発行株式数     ＋
新規発行株式数×１株当りの払込金額

調整後 
行使価額

＝
調整前 
行使価額

×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はない。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はない。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はない。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はない。 

  



３ 【配当政策】 

利益配分に関しましては、業績に基づいた成果の配分を前提に、連結業績を勘案し、財政状態、事業展

開、経営環境を総合的に捉え、安定配当の維持を目指す基本方針としております。また、企業競争力の維

持、強化を目的とした研究開発投資や設備投資等による将来の経営基盤強化と事業拡大のため、内部留保

に努めてまいります。 

  

  

  

  

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 上記の株価は東京証券取引所市場第一部によるものである。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 上記の株価は東京証券取引所市場第一部によるものである。 

  

回次 第54期 第55期 第56期 第57期 第58期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高(円) 350 290 283 249 237

最低(円) 83 92 116 114 144

月別
平成17年 
10月

11月 12月
平成18年
１月

２月 ３月

最高(円) 178 193 237 232 204 215

最低(円) 158 163 172 184 144 161



５ 【役員の状況】 

  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

代表取締役 
会長

坂 井 淑 晃 昭和21年８月30日生

昭和44年４月 当社入社

22

平成４年１月 当社周辺機器事業部長

平成４年６月 当社取締役

平成６年１月 ティアック エレクトロニクス(M)

Sdn.Bhd.取締役社長、P.T.ティア

ック エレクトロニクス インド

ネシア取締役社長

平成12年６月 当社常務取締役

平成14年６月 当社取締役副社長

平成15年６月 当社代表取締役社長

平成18年６月 当社代表取締役会長(現任)

代表取締役 
社長

英   裕 治 昭和36年９月17日生

昭和60年４月 当社入社

0

平成13年２月 当社タスカム部長

平成16年６月 当社執行役員タスカムビジネスユ

ニットマネジャー

平成17年５月 当社エンタテイメント・カンパニ

ープレジデント

平成18年６月 当社代表取締役社長(現任)

常務取締役

事業戦略室・
コーポレート
コミュニケー
ション室担当

樋 口   理 昭和37年10月28日生

平成12年８月 ジャパン・スタートアップス株式

会社取締役（現任）

0

平成17年２月 フェニックス・キャピタル株式会

社顧問(現任)

平成17年３月 アイティメディア株式会社執行役

員

平成17年６月 当社取締役

平成18年６月 当社常務取締役事業戦略室・コー

ポレートコミュニケーション室担

当(現任)

常務取締役
グループ 
本部長

前 中 茂 志 昭和25年６月20日生

昭和48年４月 当社入社

14

平成８年11月 当社経理部長

平成14年６月 当社取締役経理統括

平成15年６月 当社本社機構担当兼経理部長

平成16年４月 当社本社機構担当兼物流本部担当

平成17年６月 当社グループ本部長(現任)

平成18年６月 当社常務取締役(現任)

取締役 山 口   一 昭和19年11月26日生

昭和45年４月 当社入社

42

昭和58年11月 ティアック アメリカ INC.取締役

昭和60年１月 同社取締役副社長

平成６年11月 同社取締役社長(現任)

平成10年６月 当社取締役

平成12年６月 当社常務取締役

平成14年６月 当社取締役(現任)

取締役 渡 邊   彰 昭和23年11月15日生

昭和46年４月 株式会社三菱銀行入行

0

平成11年６月 株式会社東京三菱銀行取締役

平成12年６月 東京三菱証券株式会社常務取締役

平成14年９月 三菱証券株式会社常務執行役員

平成15年４月 日本リバイバル債権回収株式会社

代表取締役社長(現任)

平成17年７月 フェニックス・キャピタル株式会

社代表取締役CEO(現任）

平成18年６月 当社取締役(現任)



  

   
(注) １ 取締役渡邊 彰、安東泰志、貴島 彰の3氏は、会社法第2条第15号に定める社外取締役である。 

２ 監査役辻 武保、安井桂之介、志茂坂康史の3氏は、会社法第2条第16号に定める社外監査役である。  

３ 当社は執行役員制度を導入している。 

執行役員は、取締役会により選任された以下の４氏である。 

執行役員 財務部長                      野村 佳秀 

執行役員 メディアデバイス・カンパニープレジデント      及川 哲夫 

執行役員 ビジネスソリューションズ・カンパニープレジデント  川村 和彦 

執行役員 事業戦略室長                    和田 伸夫 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数 

(千株)

取締役 安 東 泰 志 昭和33年９月22日生

昭和56年４月 株式会社三菱銀行入行

0

平成10年12月 株式会社東京三菱銀行投資銀行企

画室次長

平成14年３月 フェニックス・キャピタル株式会

社代表取締役、最高経営責任者

(CEO)

平成17年２月 当社取締役(現任)

平成17年７月 フェニックス・キャピタル株式会

社取締役相談役

平成18年４月 同 社 取 締 役 Chief  Investment 

Officer(現任)

取締役 貴 島   彰 昭和18年12月２日生

昭和43年４月 三菱重工業株式会社入社

0

昭和45年６月 三菱自動車工業株式会社入社

平成16年６月 同社代表取締役常務

平成17年５月 フェニックス・キャピタル株式会

社顧問(現任)

平成17年６月 当社取締役(現任)

監査役 
(常勤)

山 下 茂 男 昭和８年12月11日生

昭和38年１月 当社入社

41
昭和60年４月 当社知的財産法務部長

平成元年６月 当社取締役

平成７年６月 当社常勤監査役(現任)

監査役 辻   武 保 昭和６年７月13日生

平成２年７月 世田谷税務署長退官

3平成２年８月 税理士登録、当社顧問

平成３年６月 当社監査役(現任)

監査役 安 井 桂之介 昭和12年１月29日生

昭和48年３月 弁護士登録

20昭和56年10月 当社顧問弁護士(現任)

平成６年６月 当社監査役(現任)

監査役 志 茂 坂  康史 昭和35年８月７日生

昭和59年４月 監査法人中央会計事務所

0

昭和62年３月 公認会計士登録

平成元年１月 公認会計士志茂坂事務所所長(現

任)

平成６年10月 税理士登録

平成14年１月 フェニックス・キャピタル株式会

社監査役

平成17年６月 当社監査役(現任)

平成18年 4月 

 
フェニックス・キャピタル株式会

社常勤監査役（現任） 

計 142



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

企業は、株主をはじめ地域社会を含むすべてのステークホルダーとの協調により成り立つとの基本認識に立

ち、法令や規制を遵守して、行動や運営方法が公正かつ透明でなければなりません。当社グループでは、この基

本認識に沿ってコーポレート・ガバナンスを整備してまいりました。さらにコーポレート・ガバナンスの充実、

強化に努め、経営、執行、監査の体制整備を進めてまいります。 
  

(2) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

  ① 会社の機関の基本説明及び内容 

取締役会は、経営における意思決定機関であり経営の基本方針、重要事項の決議を行うとともに業務執行に関

する監督機関と位置づけられ、開催は毎月1回の定時取締役会と必要に応じて開催する臨時取締役会からなりま

す。当期においては定時取締役会を13回、臨時取締役会を10回開催しております。当社は、取締役の人数を7

名、その任期を1年とし、経営環境の変化に迅速に対応する体制にしています。また、経営と執行の分離を目指

し新たに執行役員制度も同時に導入しています。本年6月の定時株主総会にて、社外取締役を4名の選任を付議し

（現在3名）、社外取締役としてその経験、見識を経営判断に活かして意思決定の透明性を高め、経営責任の明

確化を図ってまいります。 

当社は監査役制度を採用しており、社外監査役により経営の透明性、健全性の向上を図っております。また、

各監査役は、取締役会、経営会議に出席し経営の意思決定、ならびに業務執行について監査役会とも情報を共有

し、取締役の職務遂行を監査する体制になっております。さらに監査役は、監査役会が定めた監査の方針、業務

分担等に従い、取締役等から営業の報告を聴取し、重要な決裁書類等を閲覧し、子会社から営業の報告を求め、

必要に応じて重要な子会社に赴き、業務および財産の状況を調査しております。当期において監査役会は12回開

催しております。平成18年3月現在社外監査役4名がその任にあたっております。 
  

※ 会社の機関・内部統制の関係を示す図表（次ページ参照）。 
  

  ② 内部統制システムの整備の状況 

1) 基本的な考え方 

当社は、経営の基本方針として、株主にとっての価値最大化を目指すことにより、全てのステークホルダー

を満足させることを経営の重点施策と捉えております。そのためには経営の健全性を確保することが必要であ

り、当社の業務の適正を確保するために必要な体制を構築することが不可欠だと考えています。当社は、内部

統制システムをコーポレート・ガバナンスを実現する手段として、定款及び法令遵守、リスク管理体制の確

立、および情報管理管理体制の整備を通じて、当社の業務の適正を確保するために必要な体制を構築いたしま

す。 

2) 整備状況 

a. コンプライアンス体制 

■ 当社は、取締役グループ本部長を委員長とする「安全保障貿易管理委員会」等により、取締役・使

用人等が、コンプライアンスを重視して自らの業務運営にあたるよう、研修等を通じて指導してい

ます。 

■ 当社は、公益通報者保護法に基づく「内部通報制度規程」により、取締役・使用人等が社内におい

てコンプライアンス違反行為が行われ、また行われようとしていることに気付いたときは、規程で

定める「窓口部門」に通報しなければならないと定めています。会社は通報者、通報内容について

開示しないものとしています。 

b. 情報管理体制 

■ 取締役は、株主総会、取締役会及び関連資料等、取締役の職務の執行に係る情報について、法令・

社内規程に基づき、保存・管理を行っています。 

■ 取締役社長は、上記情報の保存及び管理の監視・監督責任者として、必要に応じて取締役、監査

役、会計監査人等が閲覧できるよう保存期間管理しています。 

■ 当社は、「ティアック情報セキュリティポリシー」に基づき、取締役グループ本部長を委員長

（CISO）とする「情報セキュリティ委員会」推進体制により情報の管理を行っています。 
  



  

  ③ 内部監査及び監査役監査の状況 

内部監査機能の強化を図るため、平成18年4月1日付けで代表取締役社長所管の内部監査室（平成18年6月1日付

けにて業務監査室より改称）を設置しました。監査役は内部監査室とも情報の交換・連携を行い監査業務を実施

します。なお、内部監査室の担当人数は１名です。 

  ④ 会計監査の状況 

会計監査人につきましては、当社グループ会社全ての監査に対応できる海外ネットワークを有している新日本

監査法人が選任されております。当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名および所属する監査法人名は

以下のとおりです。 

 
  

会計監査業務に係わる補助者の構成 公認会計士8名、会計士補16名、その他1名 
  

  ⑤ 社外取締役及び社外監査役との関係 

1) 社外取締役 

 
  

2) 社外監査役 

 
  

所属する監査法人名 公認会計士の氏名等

新日本監査法人

指定社員 業務執行社員 氏原修一

指定社員 業務執行社員 日下宗仁

指定社員 業務執行社員 金子秀嗣

指定社員 業務執行社員 関口茂

氏名 人的関係 資本関係 取引関係 その他の利害関係

 安 東  泰 志  該当なし

当社の大株主であるフェニック
ス・キャピタル・パートナーズ・
ワン投資事業組合を運営する
フェニックス・キャピタル（株）の
現チーフ・インベストメント・オ
フィサー。

 該当なし  該当なし

貴  島     彰  該当なし

当社の大株主であるフェニック
ス・キャピタル・パートナーズ・
ワン投資事業組合を運営する
フェニックス・キャピタル（株）の
現顧問。

 該当なし  該当なし

樋   口     理  該当なし

当社の大株主であるフェニック
ス・キャピタル・パートナーズ・
ワン投資事業組合を運営する
フェニックス・キャピタル（株）の
現顧問。

 該当なし  該当なし

氏名 人的関係 資本関係 取引関係 その他の利害関係

山 下  茂 男
平成7年6月まで当
社取締役、同月より
当社常勤監査役

該当なし 該当なし 該当なし

辻     武   保
平成3年6月まで当
社顧問、同月より当
社監査役

該当なし 該当なし 該当なし

 安井  桂之介 当社顧問弁護士 該当なし 当社顧問弁護士 該当なし

志茂坂 康史 該当なし

当社の大株主であるフェニック
ス・キャピタル・パートナーズ・
ワン投資事業組合を運営する
フェニックス・キャピタル（株）の
現常勤監査役。

該当なし 該当なし



(3) 役員報酬の内容 

取締役及び監査役に支払った報酬（平成17 年4 月1 日～平成18 年3 月31 日） 

取締役 10 名 40 百万円 （うち社外取締役 8百万円）  

監査役 4 名 18 百万円 （うち社外監査役18百万円） 
  

(注) １ 取締役の支給報酬には、使用人兼務取締役（3名）の使用人給与相当額を含んでおりません。 

２  株主総会の決議による取締役の報酬年額は170百万円以内、監査役の報酬年額は30百万円以内です。 

３  使用人兼務取締役の使用人給与相当額は13百万円です。 

４  支給人員は取締役10名、監査役4名でありますが、期末現在の取締役は7名、監査役4名の計11名です。 

  

(3) 監査報酬の内容 

当社の新日本監査法人への公認会計士法第２条第１項の業務の対価として当社及び当社の子会社等が支払うべ

き報酬等の合計額は25百万円、そのうち当社が監査法人に支払うべき会計監査人としての報酬等の額は25百万円

であり、これ以外の業務に基づく報酬はありません。なお、当社と会計監査人との間の監査契約において、商法

特例法に基づく監査と証券取引法に基づく監査の監査報酬の額の区分をしておらず、実質的にも区分できないた

め、当社が監査法人に支払うべき会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。 

  



  

 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

  

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第5

号)附則第2項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第5

号)附則第2項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

  

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月

31日まで)及び前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表に

ついては井上監査法人により監査を受け、また、当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31

日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表につ

いては新日本監査法人により監査を受けている。 

なお、当社の会計監査人は次のとおり交代しております。 

前連結会計年度及び前事業年度        井上監査法人 

当連結会計年度及び当事業年度        新日本監査法人 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※１ 15,075 8,064

 ２ 受取手形及び売掛金 ※1,3 13,171 12,803

 ３ 有価証券 200 ―

 ４ たな卸資産 12,562 11,547

 ５ 繰延税金資産 534 527

 ６ その他 1,780 1,215

   貸倒引当金 △584 △313

  流動資産合計 42,739 85.9 33,844 83.0

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物及び構築物 5,431 5,680

    減価償却累計額 3,299 2,131 3,458 2,222

  (2) 機械装置及び運搬具 6,496 6,542

    減価償却累計額 5,898 597 5,963 579

  (3) 工具器具及び備品 4,622 3,706

    減価償却累計額 4,018 603 3,241 464

  (4) 土地 1,466 1,459

  (5) 建設仮勘定 8 4

  (6) その他 15 21

   有形固定資産合計 4,823 9.7 4,751 11.6

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 97 45

  (2) その他 359 454

   無形固定資産合計 456 0.9 499 1.2

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※1,2 1,106 947

  (2) 長期貸付金 114 93

  (3) 繰延税金資産 172 157

  (4) 破産更生債権等 3,666 216

  (5) その他 359 494

    貸倒引当金 △3,677 △217

   投資その他の資産合計 1,741 3.5 1,695 4.2

  固定資産合計 7,021 14.1 6,946 17.0

    資産合計 49,761 100.0 40,791 100.0



 
  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 11,205 7,388

 ２ 短期借入金 ※1 20,424 11,731

 ３ 一年内に返済予定の 
   長期借入金

※1 ─ 583

 ４ 未払金 1,576 776

 ５ 未払法人税等 45 158

 ６ 賞与引当金 621 573

 ７ 未払費用 3,045 2,567

  ８ 製品保証引当金 ― 122

 ９ 返品調整引当金 ― 190

 10 繰延税金負債 ― 78

 11 その他 863 943

  流動負債合計 37,782 75.9 25,113 61.6

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 500 500

 ２ 長期借入金 ※１ 726 5,060

 ３ 退職給付引当金 7,231 7,173

 ４ 繰延税金負債 9 54

 ５ その他 ※６ 139 33

  固定負債合計 8,606 17.3 12,821 31.4

  負債合計 46,388 93.2 37,935 93.0

(少数株主持分)

  少数株主持分 36 0.1 53 0.1

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※４ 5,773 11.6 5,773 14.2

Ⅱ 資本剰余金 21,940 44.1 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 △21,161 △42.5 △857 △2.1

Ⅳ その他有価証券評価差額金 14 0.0 78 0.2

Ⅴ 為替換算調整勘定 △3,173 △6.4 △2,125 △5.2

Ⅵ 自己株式 ※５ △56 △0.1 △66 △0.2

  資本合計 3,337 6.7 2,802 6.9
  負債、少数株主持分及び   
  資本合計    

49,761 100.0 40,791 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 103,390 100.0 84,778 100.0

Ⅱ 売上原価 ※1,3 81,808 79.1 63,567 75.0

   売上総利益 21,581 20.9 21,210 25.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2,3 24,625 23.8 19,420 22.9

   営業利益又は 
   営業損失(△)

△3,044 △2.9 1,790 2.1

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 151 113

 ２ 受取配当金 10 8

 ３ 持分法による投資利益 106 90

 ４ 為替差益 ― 258

 ５ 受託業務収益 214 ―

 ６ その他 519 1,002 1.0 509 980 1.2

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 1,129 651

 ２ 手形売却損 157 340

 ３ 退職給付債務 
   変更時差異償却費

456 ―

 ４ 退職給付会計基準 
   変更時差異償却額

― 455

 ５ たな卸資産廃棄損 2,080 347

 ６ 為替差損 96 ―

 ７ その他 469 4,389 4.2 142 1,937 2.3

   経常利益又は 
   経常損失(△)

△6,431 △6.2 833 1.0



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※４ 208 109

 ２ 貸倒引当金戻入益 ― 152

 ３ 前期損益修正益 ※７ ― 208 0.2 150 412 0.5

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却売却損 ※５ 393 103

 ２ 投資有価証券売却損 ― 3

 ３ 投資有価証券評価損 ― 3

 ４ たな卸評価損等 4,859 ―

 ５ 過年度特許権実施料 279 49

 ６ 貸倒引当金繰入額 3,450 ―

 ７ 役員退職慰労金 93 ―

 ８ 特別早期退職金 799 ―

 ９ 過年度持分法投資損益 
   修正損

― 325

 10 関係会社閉鎖に伴う損失 160 102

 11 過年度製品保証引当金 
   繰入額

― 119

 12 過年度返品調整引当金 
   繰入額

― 275

 13 関係会社事業再構築費用 ― 1,084

 14 企業年金基金一括拠出金 ― 197

 15 減損損失 ※６ ― 105

 16 過年度売上高修正損 ― 93

 17 その他 514 10,551 10.2 66 2,530 3.0

   税金等調整前当期 
   純損失

16,773 △16.2 1,284 △1.5

   法人税、住民税及び 
   事業税

129 113

   過年度法人税、住民税 
   及び事業税

─ 31

   法人税等調整額 5,104 5,234 5.1 133 278 0.4

   少数株主利益 
   又は損失(△)

△27 △0.0 14 0.0

   当期純損失 21,979 △21.3 1,577 △1.9



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 11,334 21,940

Ⅱ 資本剰余金増加高

   増資による新株式 
   の発行

5,000 ―

   資本金減少による 
   資本剰余金増加高

5,606 10,606 ― ―

Ⅲ 資本剰余金減少高

   利益剰余金振替による 
      資本剰余金減少高

― ― 21,940 21,940

Ⅲ 資本剰余金期末残高 21,940 ―

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △532 △21,161

Ⅱ 利益剰余金増加高

   資本剰余金取崩による 
   利益剰余金増加高

1,351 21,940

   連結子会社増加に伴う 
   利益剰余金増加高

23 1,374 ― 21,940

Ⅲ 利益剰余金減少高

   連結子会社清算による 
   減少高

― 58

   当期純損失 21,979 1,577

   役員賞与 ― 0

   持分法適用非連結 
   子会社減少に伴う 
   利益剰余金減少高

23 22,003 ― 1,636

Ⅳ 利益剰余金期末残高 △21,161 △857



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純損失 16,773 1,284

   減価償却費 1,030 777

   減損損失 ― 101

   貸倒引当金増減額 3,678 △3,757

   退職給付引当金増減額 635 △58

   賞与引当金減少額 △35 △56

   製品保証引当金の増減額 ― 122

   返品調整引当金の増減額 ― 190

   受取利息及び配当金 △161 △122

   支払利息 1,129 651

   為替差損益 36 △0

   持分法による投資利益 △106 △90

   過年度持分法投資損益修正損 ─ 325

   有形固定資産除却売却損 393 103

   有形固定資産売却益 △208 △109

   投資有価証券評価損 ― 3

   過年度持分法投資損益修正 ― 325

   売上債権増減額 3,258 805

   たな卸資産増減額 11,293 1,505

   仕入債務増減額 △8,163 △4,266

   その他流動資産増減額 294 723

   その他流動負債増減額 △1 △1,399

   その他固定資産増減額 310 3,212

   その他固定負債増減額 10 △118

    小計 △3,381 △2,742

   利息及び配当金の受取額 161 138

   利息の支払額 △1,129 △551

   法人税等の支払額 △184 △173

    営業活動によるキャッシュ・フロー △4,533 △3,329



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   定期預金の払出し 51 ―

   有価証券の取得による支出 △400 ―

   有価証券の売却による収入 400 200

   投資有価証券の取得による支出 △314 △1

   有形固定資産の取得による支出 △840 △795

   有形固定資産の売却による収入 310 315

   貸付けによる支出 △1 △1

   貸付金の回収による収入 1 1

    投資活動によるキャッシュ・フロー △793 △281

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入れによる収入 3,546 2,138

   短期借入金の返済による支出 △6,192 △9,415

   長期借入れによる収入 838 4,927

   長期借入金の返済による支出 △1,899 △1,546

   株式の発行による収入 10,000 ―

   自己株式の取得による支出 △22 △10

    財務活動によるキャッシュ・フロー 6,270 △3,906

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 163 505

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 1,106 △7,010

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 13,898 15,075

Ⅶ 連結子会社増加に伴う現金及び現金同 
  等物の増加額

70 ―

Ⅷ 現金及び現金同等物期末残高 ※１ 15,075 8,064



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当社グループは、当連結会計年度において21,979百万

円の大幅な当期純損失を計上し、継続企業の前提に関す

る重要な疑義を抱かせる事象又は状況が存在している。 

当社グループにおきましては、当該状況を解消すべく、

外部環境に左右されない事業構成を確立し安定的な収益

構造に転換すること、および財務体質を強化することが

喫緊の課題と認識し、早急な業績の建て直しを図るべ

く、平成18年3月期を初年度とする2ヵ年の「中期事業計

画」を策定し、平成17年1月31日に発表いたしました。

フェニックス・キャピタル株式会社の企業活性化ノウハ

ウを活用し、「中期事業計画」を着実に遂行していくこ

とで、早期業績回復に努め、お客様に対してはより満足

度の高い製品の提供を、株主の皆様に対しては配当の復

活に向けて努力してまいる所存です。 

中期事業計画の概要 

必達目標：平成19年3月期末までに下記経営指標を必達

する。 

■ 売上高営業利益率（連結）   3.5%以上 

■ 在庫日数（連結DSI）   69日以下 

■ PC-ODD事業の売上構成比   30％以下 

 * PC-ODD事業  PC組込専用のOEM向け光ディスクドラ 

  イブ事業 

 * DSI  Days Sales in Inventory(在庫日数)の略。 

  期末在庫÷1日あたり平均売上原価  

主要施策 

(1) 収益構造の改善 

以下の施策を遂行することでPC-ODD偏重の事業構造から

脱却し、バランスの良い事業構成を目指します。 

① 事業構成の改善 

 Non-PC用途向けのデバイス事業やドライブメーカー、

民生機器メーカーへのソリューション事業を強化するこ

とで光ディスクドライブ関連事業の収益安定化を図り、

あわせて、音楽制作用オーディオ機器「TASCAM」や超高

級オーディオ「ESOTERIC」ブランドの積極展開によるコ

ンシューマ機器事業の収益力増強、および計測機器・業

務用システム事業の拡大による情報機器事業の強化によ

り、事業構成の改善を図る。 

② PC-ODD事業の収益改善 

 PC-ODD事業において、徹底したコスト構造の改善、市

況変化への対応力の強化、および新製品・新モデルの絞

込みにより、収益力の改善を図る。 

③ 在庫管理の徹底 

 管理会計制度および在庫日数レポーティングシステム

の改善等社内体制を整備し、各ビジネスユニット（BU）

および拠点ごとの目標管理を徹底することで、在庫の低

減を図る。

④ 欧州地域の事業改善 

 事業管理体制の改善、事業拠点・運営体制の集約、現

地法人の販売管理費用の削減、および財務体質の改善等

により、欧州地域の事業改善を図る。

当社グループは、前連結会計年度において21,979百万

円の大幅な当期純損失を計上し、前連結会計年度に策定

した「中期事業計画」の遂行途上にあるが、当連結会年

度において経常損益は黒字化したものの多額の事業再構

築費用の追加発生により、引続き1,577百万円の当期純

損失を計上している。当該状況により、継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在している。

当社グループにおいては、当該状況を解消すべく希望

退職等のリストラを実施し、平成17年1月31日に発表し

た中期事業計画を着実に実行し、収益構造の改善、PC-

ODD事業の収益改善・在庫管理の徹底、欧州地域の事業

改善および組織執行体制の改善を図るとともに、取引銀

行との継続取引を始め、平成17年3月30日付でフェニッ

クス・キャピタル株式会社が運営するフェニックス・キ

ャピタル・パートナーズ・ワン投資事業組合を引き受け

先とする第三者割当増資により100億円の資金調達を行

い、財務体質の改善を図った。

以上により、中期事業計画達成に向けての主要事前施

策は、前年3月をもって完了することができた。

当連結会計年度においては、「第２ 事業の状況 3.対

処すべき課題」に記載のとおり、クロスファンクショナ

ルチーム（CFT)が発足され、各々の課題に対する問題解

決、アクションプランの立案を行い、現在実行中であ

る。  

連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、

このような重要な疑義の影響を連結財務諸表に反映して

いない。 



 
  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

⑤ 固定費の削減 

 希望退職の実施、海外子会社・国内事業所の整理と再

配置、退職金制度の変更、および役員報酬の削減等によ

り、固定費の削減を図る（目標値：総額約27億円）。 

(2) 組織・執行体制の改善 

事業分野ごとの損益管理がより明確になる社内体制を整

備するとともに、グループ全体のリソース・情報の共有

化・有効活用によりシナジー効果を追求する。 

① 事業分野ごとにBUをまとめた3カンパニー（エンタテ

イメント・カンパニー、ビジネスソリューションズ・カ

ンパニー、メディアデバイス・カンパニー）を設置す

る。 

② 長期的・全社的視点からの戦略検討・実行を担う部

門を設置する。 

③ 目標必達のための社内体制を強化する。 

等の改善を図るとともに、希望退職等のリストラを実施

し、取引銀行との継続取引を始め、平成17年3月30日付

でフェニックス・キャピタル株式会社が運営するフェニ

ックス・キャピタル・パートナーズ・ワン投資事業組合

を引受先とする第三者割当増資により100億円の資金調

達を行い、財務体質の改善を図った。これにより、中期

事業計画達成に向けての主要事前施策は、本年3月をも

って完了することができた。 

以上により、連結財務諸表は継続企業を前提として作成

しており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表

には反映していない。



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 子会社23社のうち重要とみなされる下記の23社が

連結されている。

ティアック アメリカ INC.

台湾ティアック有限公司

ティアック カナダLTD.

富士吉田ティアック株式会社

ティアック電子計測株式会社

株式会社ティアックウェルフェアサービス

ティアック UK LTD.

ティアック ヨーロッパ GmbH.

ティアック フランス S.A

ティアック エレクトロニクス(M)Sdn.Bhd.

株式会社ティアックシステムクリエイト

ティアック ベルギーNV/SA

ティアック イタリーS.p.A.

ティアック シンガポールPTE LTD.

P.T.ティアック エレクトロニクス

インドネシア

ティアック オーディオ(チャイナ)CO.,LTD.

ティアック メキシコ S.A.de C.V.

東莞東発ティアック オーディオ CO.,LTD.

株式会社セレパス

ティアック上海LTD.

株式会社ティアック エソテリック カンパニー

MTS株式会社

ティアック SSE LTD.

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 子会社23社が連結されており、その主要な会社は

以下のとおりである。 

ティアック アメリカ INC.

台湾ティアック有限公司

ティアック ヨーロッパ GmbH.

ティアック エレクトロニクス(M)Sdn.Bhd.

P.T.ティアック エレクトロニクス

インドネシア

東莞東発ティアック オーディオ CO.,LTD.

株式会社ティアック エソテリック カンパニー
   ティアックオーストラリアPTY.,LTD.

(2) 平成16年４月１日付で、ティアック ドイツ 

GmbH.がティアック ヨーロッパ GmbH.に商号変更

した。

(3) 平成16年４月１日付で株式会社ティアック エソ

テリック カンパニーおよびティアック SSE LTD.

を設立し、連結の範囲に追加した。

また、連結財務諸表に与える影響が増加したた

め、当連結会計年度より、MTS株式会社を持分法

適用の子会社から除外し、連結の範囲に追加し

た。

(2) 当連結会計年度において、オーストラリアにティ

アック オーストラリアPTY.,LTDを設立して、連

結の範囲に追加した。

(3) 平成17年12月末付でティアックフランスS.A. の

清算手続きが完了、解散した。 

(4) 平成18年2月14日の取締役会において、ティアッ

クイタリーS.p.Aの解散を決議、現在、清算手続

き中である。

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社は、東京システム運輸株式

会社、ティアック オーストラリア PTY.,LTD.及

び東京ユニオン物流株式会社の３社である。

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社は、東京システム運輸株式

会社及び東京ユニオン物流株式会社の２社であ

る。

(2) 関連会社１社(トータル ケアサービスPTY.,LTD.)

は当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体として重要性がないため、

当該会社に対する投資については、持分法を適用

せず原価法により評価している。

(2) 同左

(3)      ─────────────── (3) 持分法適用会社であったティアックオーストラリ

ア PTY.,LTD.( 現 社 名、ACN  005  408  462 

PTY.,LTD)は、現在清算手続き中であり、破産管

財人の管理下にあるため、持分法の範囲から除外

した。



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(4) 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異

なる会社については、各社の事業年度にかかる財

務諸表を使用している。

(4) 同左

 
 

(5) 当中間連結会計期間よりMTS株式会社を持分法適

用の子会社から除外し、連結の範囲に追加した。 

 

(5)      ─────────────── 

 

 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結会社のうち、東莞東発ティアックオーディオ

Co.,Ltd.及びティアック上海LTD.の決算日は12月31

日である。連結財務諸表の作成に当っては、同決算

日現在の財務諸表を使用している。

ただし、重要な取引については、連結上必要な調整

を行っている。

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

…期末日の市場価格等に基づく時価法(評価

差額は移動平均法により算定し、全部資本

直入法により処理)

時価のないもの

…移動平均法による原価法

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

 同左

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

 同左

時価のないもの

 同左

② デリバディブ

時価法によっている。

② デリバディブ

特例処理を採用している金利スワップを除き、時

価法によっている。

③ たな卸資産

主として移動平均法による原価法。

③ たな卸資産

主として移動平均法による低価法。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

・当社及び国内連結子会社

主として定率法によっている。

ただし、建物(附属設備を除く)については、

平成10年４月１日以降に取得した建物(附属

設備を除く)は法人税法に定める定額法によ

っている。

・在外連結子会社

主として定額法によっている。

なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

建物及び構築物     ３～50年

機械装置及び運搬具   ４～11年

工具器具及び備品    ２～10年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

・当社及び国内連結子会社

主として定率法によっている。

ただし、建物(附属設備を除く)については、

平成10年４月１日以降に取得した建物(附属

設備を除く)は定額法によっている。

・在外連結子会社

 同左

② 無形固定資産

定額法を採用している。

② 無形固定資産

定額法を採用している。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

を採用している。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

親会社及び国内連結子会社は、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権についてはその回収可能性を考慮して計上

している。在外連結子会社は、個別判定による

回収不能見込額を計上している。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

当社及び国内連結子会社は、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権についてはその回収可能性を考慮して計上し

ている。在外連結子会社は、個別判定による回

収不能見込額を計上している。

 



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

② 賞与引当金

主として支給見込額の当期負担分を計上してい

る。

② 賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、主として支給

見込額のうち当連結会計年度負担額を計上して

いる。

③ 退職給付引当金

主として連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づいて計上してい

る。

なお、会計基準変更時差異については、12年に

よる按分額を費用処理し営業外費用に計上して

いる。

また、数理計算上の差異は定率法(10年)によ

り、過去勤務債務は定額法(12年)により発生連

結会計年度より費用処理している。

③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、主として当連

結会計年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当連結会計年度末におい

て発生していると認められる額を計上してい

る。 

なお、会計基準変更時差異については、12年に

よる按分額を費用処理し営業外費用に計上して

いる。

また、数理計算上の差異は定率法(10年)によ

り、過去勤務債務は定額法(12年)により発生連

結会計年度より費用処理している。

④ 返品調整引当金

  製品の返品による損失に備えるため、過去の返

品実績率に基づく返品損失見込額を計上してい

る。

⑤ 製品保証引当金

  製品の保証期間内に係るアフターサービスに要

する費用の支出に備えるため、過去の支出実績

に基づくアフターサービス費用の今後の支出見

込額を計上している。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理している。 なお、在外子会社等の資産

及び負債並びに収益及び費用は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

資本の部における為替換算調整勘定に含めてい

る。

(4) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっている。

(5) 重要なリース取引の処理方法

(当社及び国内連結子会社)

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっている。

(在外子会社)

主として通常の売買処理に準じた会計処理を行

っている。



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(5) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっている。

なお、振当処理の要件を満たしている為替予約

及び通貨オプションについては振当処理によっ

ている。

また、特例処理の要件を満たしている金利スワ

ップについては、特例処理によっている。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約取引及び通貨オプション

取引、金利スワップ取引

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務及び借入金利

息

③ ヘッジ方針

外貨建金銭債権債務の為替リスクをヘッジする

ため、その実需の範囲内において為替予約取引

及び通貨オプション取引を利用している。

また、借入金の金利変動リスクを回避するた

め、金利スワップを行っており、ヘッジ対象の

識別は個別契約ごとに行っている。

④ ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の時価変動額とヘッジ手段の時価変

動額との比率によりヘッジ有効性の評価を行っ

ている。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっている。

なお、振当処理の要件を満たしている為替予約

及び通貨オプションについては振当処理によっ

ている。

また、特例処理の要件を満たしている金利スワ

ップ取引については、特例処理によっている。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

③ ヘッジ方針

外貨建金銭債権債務の為替リスクをヘッジする

ため、その実需の範囲内において為替予約取引

及び通貨オプション取引を利用している。

また、借入金の金利変動リスクを回避するた

め、金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対

象の識別は個別契約ごとに行っている。

④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

 消費税等の会計処理の方法

 税抜方式

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

① 消費税等の会計処理の方法

同左

② 連結納税制度の適用

  当連結会計年度から連結納税制度を適用してい

る。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面

時価評価法を採用している。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６ 連結調整勘定の償却に関する事項

連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却

を行っている。

６ 連結調整勘定の償却に関する事項

同左

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について

連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成

している。

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

同左

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に期限の到来する短期投資からなっている。

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左



会計処理の変更 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準)   

当連結会計年度から、「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年8月9日))及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第6号 平成15年10月31日)を適用している。

これにより税金等調整前当期純損失が105百万円増加

している。 なお、減損損失累計額については、改正後

の連結財務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除

している。

(返品調整引当金)    

従来、返品に伴う損失は返品を受けた期間にて計上し

ていたが、前連結会計年度に実施した財務リストラを契

機として計上方法を全般的に見直した結果、より適正な

期間損益計算を図るとともに、財務内容のより一層の健

全化を図るため、当連結会計年度より、過去の返品実績

率に基づく返品損失見込額を返品調整引当金として計上

する方法に変更している。

この変更により、当期首にて変更後の方法を適用した

場合に計上されるべき 275百万円を特別損失に計上して

いる。この結果、従来の方法によった場合と比べ、売上

総利益、営業利益及び経常利益がそれぞれ84百万円増加

し、税金等調整前当期純損失が190百万円増加してい

る。

なお、当中間連結会計期間においては、返品調整引当

金戻入額275百万円を売上高に含めて表示していたが、

当連結会計年度においては、返品による影響をより明確

に表示するため売上原価に含めて記載している。

(たな卸資産の評価基準及び評価方法)     

従来、たな卸資産の評価基準及び評価方法は移動平均

法による原価法であったが、上記の計上方法の全般的な

見直しに伴い、当連結会計年度より移動平均法による低

価法に変更している。  

この変更による当連結会計年度の損益に与える影響は

軽微である。 なお、セグメント情報に与える影響につ

いては(セグメント情報)に記載している。



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(製品保証引当金)   

従来、製品保証費用は支出時の費用として計上してい

たが、上記の計上方法の全般的な見直しに伴い、当連結

会計年度より過去の支出実績率を基に計算した製品の保

証期間内に係るアフターサービス費用の今後の支出見込

額を製品保証引当金として計上する方法に変更してい

る。 この変更により、当期首にて変更後の方法を適用

した場合に計上されるべき 119百万円を特別損失に計上

している。 

この結果、従来の方法によった場合と比べ、営業利益

及び経常利益がそれぞれ2百万円減少し、税金等調整前

当期純損失が122百万円増加している。

なお、セグメント情報に与える影響については(セグ

メント情報)に記載している。

(売上計上基準変更) 

従来、米国連結子会社は、出荷基準 による売上計上

を行っていたが、前連結会計年度に実施した財務リスト

ラを契機に当社グループの会計方針を見直した結果、米

国の取引実態に合わせるべく、着荷をもって売上を計上

すべき取引について、売上計上基準を出荷基準から着荷

基準に変更した。この結果、従来の方法によった場合と

比較して、当連結会計年度の売上高が232百万円増加

し、売上総利益、営業利益及び経常利益がそれぞれ86百

万円増加し、税金等調整前当期純損失が7百万円増加し

ている。 なお、セグメント情報に与える影響について

は(セグメント情報)に記載している。



表示方法の変更 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(連結貸借対照表) 

前連結会計年度まで「その他」に一括掲記していた未払

費用が、流動負債の100分の5以上となったため、独立科

目で表示することに変更した。

(連結貸借対照表) 

前連結会計年度まで「短期借入金」に含めて記載してい

た「一年内に返済予定の長期借入金」について、科目を

明瞭に表示するため、独立科目で表示することに変更し

た。なお、前連結会計年度の「短期借入金」に含まれて

いた「一年内に返済予定の長期借入金」は1,533百万円

である。

  

(連結損益計算書) 

前連結会計年度まで「その他」に一括掲記していた受託

業務収益が、営業外収益の100分の10以上となったた

め、独立科目で表示することに変更した。

(連結損益計算書) 

前連結会計年度まで営業外費用に計上していた「退職給

付債務変更時差異償却費」は、科目を明瞭に表示するた

め、当連結会計年度から「退職給付会計基準変更時差異

償却額」に表示を変更した。

         



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

※１ 担保に供している資産並びに担保付債務は次のと

おりである。

※１ 担保に供している資産並びに担保付債務は次のと

おりである。

 

区分 科目
金額
(百万円)

有形固定資産

工場財団

建物 364

構築物 7

土地 437

計 809

その他

建物 374

構築物 2

土地 859

計 1,236

その他

現金及び預金 308

売掛金 ─

投資有価証券 85

合計 2,439

短期借入金 11,620

 

区分 科目
金額 
(百万円)

有形固定資産

工場財団

建物 498

構築物 7

土地 437

計 943

その他

建物 327

構築物 1

土地 836

計 1,165

その他

現金及び預金 216

売掛金 107

投資有価証券 139

合計 2,572

短期借入金 6,699

長期借入金 4,946

(うち１年以内に返済予定のもの) (─)

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりである。

投資有価証券(株式) 715百万円

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりである。

投資有価証券(株式) 447百万円

 
※３ 受取手形割引高 182百万円 ※３ ────────────── 

 

※４ 当社の発行済株式総数は、普通株式191,317,134

株、Ａ種優先株式80,000,000株である。

※４ 当社の発行済株式総数は、普通株式191,317,134

株、Ａ種優先株式80,000,000株である。

※５  当社が保有する自己株式の数は、普通株式

360,293株である。

※５  当社が保有する自己株式の数は、普通株式

420,127株である。

※６ 固定負債その他に連結調整勘定1百万円を含めて

いる。



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１     ────────────── 

 

※１ 売上原価には返品調整引当金戻入額84百万円が含

まれている。

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりである。

従業員給料手当 7,908百万円

荷造運搬費 2,390百万円

賞与引当金繰入額 767百万円

退職給付引当金繰入額 927百万円

貸倒引当金繰入額 320百万円

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりである。

従業員給料手当 6,956百万円

荷造運搬費 2,232百万円

賞与引当金繰入額 467百万円

退職給付引当金繰入額 237百万円

貸倒引当金繰入額 41百万円

研究試作費 1,086百万円

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費

3,594百万円

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費

3,411百万円

 

※４ 固定資産売却益の内容は次のとおりである。

機械装置及び運搬具 185百万円

工具器具及び備品 13百万円

土地 9百万円

計 208百万円
 

※４ 固定資産売却益の内容は次のとおりである。

機械装置及び運搬具 15百万円

工具器具及び備品 3百万円

土地 91百万円

計 109百万円

 

※５ 固定資産除却売却損の内容は次のとおりである。

建物及び構築物 4百万円

機械装置及び運搬具 155百万円

工具器具及び備品 233百万円

計 393百万円
 

※５ 固定資産除却売却損の内容は次のとおりである。

建物及び構築物 27百万円

機械装置及び運搬具 17百万円

工具器具及び備品 58百万円

計 103百万円

※６ 減損損失

   当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上した。 

場所 東京都武蔵野市

用途 事業用資産

(減損損失の金額)

種類          金額（百万円)

工具器具備品等       101

リース資産(器具備品) 3

計 105

当連結会計年度において当社グループは、主に管

理会計上の事業別セグメントを基礎として資産グル

ーピングを行っており，遊休資産については、個々

の資産毎に減損の兆候を判定している。

低価格帯のオーディオ事業については、当社単独で

の営業活動から生ずる損益が継続してマイナスであ

り早期の黒字化が困難と予想されるため、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を特別損失

に計上した。 なお、回収可能額は合理的見積りに

基づく正味売却価額により測定している。



  

 
  

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※７ 前期損益修正益の内容は次のとおりである。

未払費用戻し 95百万円

ティアックフランス清算に伴う修正 51百万円

その他 2百万円

計 150百万円

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成17年３月31日)

現金及び預金勘定 15,075百万円

預入期間が３カ月を超える定期預金 ─百万円

現金及び現金同等物 15,075百万円
  

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成18年３月31日)

現金及び預金勘定 8,064百万円

預入期間が３カ月を超える定期預金 ─百万円

現金及び現金同等物 8,064百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

Ⅰ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

Ⅰ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

取得価額 

相当額 

(百万円)

減価償却累 

計額相当額 

(百万円)

期末残高 

相当額 

(百万円)

工具器具 

及び備品
1,259 750 508

機械装置 

及び運搬具
551 222 329

その他 200 114 85

合計 2,011 1,087 924

 
 

取得価額 

相当額 

(百万円)

減価償却累 

計額相当額 

(百万円)

期末残高 

相当額 

(百万円)

工具器具 

及び備品
661 415 245

機械装置 

及び運搬具
337 119 217

その他 251 179 72

合計 1,249 714 535

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 392百万円

１年超 588百万円

合計 980百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 249百万円

１年超 319百万円

合計 569百万円

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 530百万円

減価償却費相当額 389百万円

支払利息相当額 29百万円

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 334百万円

減価償却費相当額 316百万円

支払利息相当額 15百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

５ 利息相当額の算定方法

同左

Ⅱ オペレーティング・リース取引

該当なし

Ⅱ オペレーティング・リース取引

該当なし

(減損損失について)
当連結会計年度において減損損失3百万円を計上し
ているが、開示対象リース資産に配分された減損損
失がないため、項目等の記載は省略している。



(有価証券関係) 

Ⅰ 前連結会計年度 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成17年３月31日現在) 
  

 
  

２ 前連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 
  

該当事項なし。 

  

３ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成17年３月31日現在) 
  

 
  

４ その他有価証券のうち満期があるものの償還予定額(平成17年３月31日現在) 
  

 
  

種類

前連結会計年度(平成17年３月31日現在)

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価 
を超えるもの

 (1) 株式 62 145 82

 (2) 債券 ─ ─ ─

 (3) その他 ─ ─ ─

小計 62 145 82

連結貸借対照表計上額が取得原価 
を超えないもの

 (1) 株式 224 165 △58

 (2) 債券 ─ ─ ─

 (3) その他 ─ ─ ─

小計 224 165 △58

合計 287 311 23

種類
前連結会計年度

(平成17年３月31日現在) 
連結貸借対照表計上額(百万円)

(1) その他有価証券

  非上場株式 79

  非上場債券 200

合計 279

前連結会計年度(平成17年３月31日)

１年以内 
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超 
(百万円)

 債券

  非上場債券 200 ― ― ―

合計 200 ― ― ―



Ⅱ 当連結会計年度 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日現在) 
  

 
  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
  

該当事項なし。 

  

３ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成18年３月31日現在) 
  

 
  

４ その他有価証券のうち満期があるものの償還予定額(平成18年３月31日現在) 
   

該当事項なし。 

  

  
  

種類

当連結会計年度(平成18年３月31日現在)

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価 
を超えるもの

 (1) 株式 64 205 141

 (2) 債券 ─ ─ ─

 (3) その他 ─ ─ ─

小計 64 205 141

連結貸借対照表計上額が取得原価 
を超えないもの

 (1) 株式 213 205 △8

 (2) 債券 ─ ─ ─

 (3) その他 ─ ─ ─

小計 213 205 △8

合計 277 410 132

種類
当連結会計年度

(平成18年３月31日現在) 
連結貸借対照表計上額(百万円)

(1) その他有価証券

  非上場株式 89

合計 89



次へ 

(デリバティブ取引関係) 

Ⅰ 前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 
  

１ 取引の状況に関する事項 

当社グループは、デリバティブ取引を提出会社のみ利用しており、連結子会社については利用していない。 

① 取引の内容 

当社は、為替予約取引及び通貨オプション取引を利用している。 
  

② 取引に対する取組方針 

当社は、基本的に外貨建輸出入取引高の範囲内でデリバティブ取引を利用することとしており、為替予約取引

は１年を超える長期契約を行わず、また、レバレッジの効く投機的な取引は行わない方針である。 
  

③ 取引の利用目的 

当社は、通常の外貨建輸出入取引に係る将来の為替レートの変動リスクを回避する目的で、包括的な為替予約

取引を行っている。なお、当社が利用しているデリバティブ取引には、投機目的のものはない。 
  

④ 取引に係るリスクの内容 

当社が利用している為替予約取引は、為替相場の変動によるリスクを有している。なお、当社のデリバティブ

取引の契約先はいずれも信用度の高い国内の銀行であるため、相手方の契約不履行によるリスクはほとんどない

と認識している。 
  

⑤ 取引に係るリスク管理体制 

当社のリスク管理体制については、取締役会で定められた管理規定に基づき、取締役会がリスク管理方針を明

らかにするとともに取引のリスクの種類と内容について承認を行う。また、取引の状況は定期的に取締役会に報

告され、その報告に基づき、状況の変化に応じた方針等の再確認を行い、適宜ポジションの把握等により徹底し

たリスク管理を行う。 
  

⑥ 「取引の時価等に関する注記」に係る補足説明 

該当事項なし。 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

   該当事項なし。 
  

Ⅱ 当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 
  

１ 取引の状況に関する事項 

当社グループは、デリバティブ取引を提出会社のみ利用しており、連結子会社については利用していない。 

① 取引の内容 

当社は、為替予約取引及び通貨オプション取引を利用している。 
  

② 取引に対する取組方針 

当社は、基本的に外貨建輸出入取引高の範囲内でデリバティブ取引を利用することとしており、為替予約取引

は１年を超える長期契約を行わず、また、レバレッジの効く投機的な取引は行わない方針である。 
  

③ 取引の利用目的 

当社は、通常の外貨建輸出入取引に係る将来の為替レートの変動リスクを回避する目的で、包括的な為替予約

取引を行っている。なお、当社が利用しているデリバティブ取引には、投機目的のものはない。 
  

④ 取引に係るリスクの内容 

当社が利用している為替予約取引は、為替相場の変動によるリスクを有している。なお、当社のデリバティブ

取引の契約先はいずれも信用度の高い国内の銀行であるため、相手方の契約不履行によるリスクはほとんどない

と認識している。 
  

⑤ 取引に係るリスク管理体制 

当社のリスク管理体制については、取締役会で定められた管理規定に基づき、取締役会がリスク管理方針を明

らかにするとともに取引のリスクの種類と内容について承認を行う。また、取引の状況は定期的に取締役会に報

告され、その報告に基づき、状況の変化に応じた方針等の再確認を行い、適宜ポジションの把握等により徹底し

たリスク管理を行う。 
  

⑥ 「取引の時価等に関する注記」に係る補足説明 

当社が利用しているデリバティブ取引は、全てヘッジ会計が適用されているため、記載対象から除いている。
  

２ 取引の時価等に関する事項 
   当社が利用しているデリバティブ取引は、全てヘッジ会計が適用されているため、記載対象から除いている。 



(退職給付関係) 

Ⅰ 前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職

一時金制度を設けていたが、当社及び一部の国内連結子会社は、退職給付制度の改定を行い、平成17年

６月１日付けで厚生年金基金から企業年金基金への移行の認可を受け、確定給付企業年金制度へ移行し

キャッシュバランスプランを導入している。 

なお、一部の国内連結子会社は、適格退職年金制度を継続している。 

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成17年３月31日) 

 
(注)１  一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。 

  ２  上記のとおり退職給付制度の改定を行ったため、過去勤務債務（債務の減額）が発生している。 

  

３ 退職給付費用に関する事項(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

 
(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「①勤務費用」に計上している。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
  

①退職給付債務 15,492百万円

②年金資産 6,656百万円

③未積立退職給付債務(①－②) 8,836百万円

④未認識数理計算上の差異 1,381百万円

⑤未認識過去勤務債務 △2,969百万円

⑥会計基準変更時差異の未処理額 3,193百万円

⑦退職給付引当金(③－④－⑤－⑥) 7,231百万円

①勤務費用 508百万円

②利息費用 449百万円

③期待運用収益 △259百万円

④数理計算上の費用処理額 358百万円

⑤過去勤務債務の費用処理額 △46百万円

⑥会計基準変更時差異 456百万円

⑦退職給付費用(①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥) 1,466百万円

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 2.5％

③期待運用収益率 4.0％

④過去勤務債務額の処理年数 12年(定額法)

⑤数理計算上の差異の処理年数 10年(定率法)

⑥会計基準変更時差異の処理年数 12年



Ⅱ 当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度を設けている。また、一

部の国内連結子会社は、適格退職年金制度を設けている。 

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成18年３月31日) 

 
(注)  一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。 

  

３ 退職給付費用に関する事項(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 
(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「①勤務費用」に計上している。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
  

①退職給付債務 14,232百万円

②年金資産 6,610百万円

③未積立退職給付債務(①－②) 7,621百万円

④未認識数理計算上の差異 413百万円

⑤未認識過去勤務債務 △2,702百万円

⑥会計基準変更時差異の未処理額 2,736百万円

⑦退職給付引当金(③－④－⑤－⑥) 7,173百万円

①勤務費用 247百万円

②利息費用 385百万円

③期待運用収益 △266百万円

④数理計算上の費用処理額 107百万円

⑤過去勤務債務の費用処理額 △266百万円

⑥会計基準変更時差異 455百万円

⑦退職給付費用(①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥) 663百万円

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 2.5％

③期待運用収益率 4.0％

④過去勤務債務額の処理年数 12年(定額法)

⑤数理計算上の差異の処理年数 10年(定率法)

⑥会計基準変更時差異の処理年数 12年



(税効果会計関係) 

  

 

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額 1,685百万円

賞与引当金損金算入限度超過額 228百万円

開発部門費等期間費用否認 129百万円

棚卸資産評価損否認 1,187百万円

棚卸資産(未実現利益) 210百万円

固定資産(未実現利益) 122百万円

未払事業税 31百万円

退職給付引当金損金
算入限度超過額

2,899百万円

投資有価証券評価損否認 118百万円

ソフトウエア減価償却費
損金算入限度超過額

395百万円

有形固定資産減価償却超過額 175百万円

ゴルフ会員権等評価損否認 96百万円

繰越欠損金 5,580百万円

その他 221百万円

繰延税金資産小計 13,076百万円

評価性引当額 △12,370百万円

繰延税金資産合計 706百万円

繰延税金負債

子会社留保利益 ─百万円

その他有価証券評価差額金 9百万円

繰延税金負債合計 9百万円

繰延税金資産の純額 697百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額 1,849百万円

賞与引当金損金算入限度超過額 224百万円

開発部門費等期間費用否認 136百万円

棚卸資産評価損否認 1,009百万円

棚卸資産(未実現利益) 336百万円

固定資産(未実現利益) 122百万円

未払事業税 13百万円

退職給付引当金損金
算入限度超過額

2,930百万円

投資有価証券評価損否認 118百万円

ソフトウエア減価償却費
損金算入限度超過額

353百万円

有形固定資産減価償却超過額 144百万円

ゴルフ会員権等評価損否認 81百万円

繰越欠損金 4,473百万円

その他 711百万円

繰延税金資産小計 12,505百万円

評価性引当額 △11,820百万円

繰延税金資産合計 684百万円

繰延税金負債

子会社留保利益 78百万円

その他有価証券評価差額金 54百万円

繰延税金負債合計 132百万円

繰延税金資産の純額 551百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異については、税金等調整前当期純損失を

計上しているため記載していない。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異については、税金等調整前当期純損失を

計上しているため記載していない。



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

当社の事業区分は、コンピュータの周辺機器を製造販売する周辺機器事業と音響・環境機器製品を製造販売

するコンシューマ機器事業、計測・映像機器製品を製造販売する情報機器事業及びその他に区分している。

なお、これらの区分に属する主要製品は次のとおりである。 

 
２ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は2,268百万円である。その主なもの

は、親会社及び連結子会社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用である。 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は12,257百万円である。その主なものは、親会社

での余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等である。 

４ 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用及び無形固定資産と同費用に係る償却額が含まれている。 

５ 上記金額は消費税等抜きとなっている。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

周辺機器 
事業 
(百万円)

コンシュー
マ機器事業
(百万円)

情報機器
事業 
(百万円)

その他

(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業利益

   売上高

 (1) 外部顧客に対する
   売上高

68,106 28,435 6,139 709 103,390 ─ 103,390

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

計 68,106 28,435 6,139 709 103,390 ─ 103,390

   営業費用 70,431 27,033 6,083 617 104,166 2,268 106,434

   営業利益 △2,325 1,401 55 92 △776 (2,268) △3,044

Ⅱ 資産、減価償却費
  及び資本的支出

   資産 21,879 10,900 3,747 976 37,504 12,257 49,761

   減価償却費 676 195 59 4 934 95 1,030

   資本的支出 401 252 51 15 720 50 771

区分 主要製品

周辺機器事業

フロッピーディスクドライブ、CD－ROMドライブ、CD－

R/RWドライブ、DVD－ROMドライブ、CD-R/RW・DVD-ROMコ

ンビネーションドライブ、DVD-R/RW/RAMドライブ

コンシューマ機器事業
マルチトラックレコーダー、ミキサー、テープレコーダ

ー、CDプレーヤー、MDレコーダー、DVDプレーヤー

情報機器事業
計測機器、通話用録音装置、業務用映像機器、医用画像

記録装置

その他 ソフトウエア開発事業、他



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

当社の事業区分は、コンピュータの周辺機器を製造販売する周辺機器事業と音響・環境機器製品を製造販売

するコンシューマ機器事業、計測・映像機器製品を製造販売する情報機器事業及びその他に区分している。

なお、これらの区分に属する主要製品は次のとおりである。 

 
２ 「会計処理の変更」に記載のとおり、当社は当連結会計年度より返品調整引当金を計上している。この変更

により、従来の方法によった場合と比較して、当連結会計年度の営業利益は周辺機器事業において64百万円

増加、コンシューマ機器事業において14百万円減少、情報機器事業において35百万円増加している。 

３ 「会計処理の変更」に記載のとおり、当社は連結会計年度よりたな卸資産の評価基準及び評価方法を移動平

均法による原価法から、移動平均法による低価法に変更している。この変更による当連結会計年度の損益に

与える影響は軽微である。 

４ 「会計処理の変更」に記載のとおり、当社は当連結会計年度より製品保証引当金を計上している。この変更

により、従来の方法によった場合と比較して、当連結会計年度の営業利益は周辺機器事業において7百万円

増加、コンシューマ機器事業において17百万円減少、情報機器事業において7百万円増加している。 

５ 「会計処理の変更」に記載のとおり、米国連結子会社は当連結会計年度より着荷をもって売上を計上すべき

取引について、売上計上基準を出荷基準から着荷基準に変更している。この変更により、従来の方法によっ

た場合と比較して、当連結会計年度のコンシューマ機器事業における売上高は232百万円、営業利益は86百

万円それぞれ増加している。  

６ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,781百万円である。その主なもの

は、親会社及び連結子会社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用である。 

７ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は4,639百万円である。その主なものは、親会社

での余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等である。 

８ 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用及び無形固定資産と同費用に係る償却額が含まれている。 

９ 上記金額は消費税等抜きとなっている。 

  

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

周辺機器 
事業 
(百万円)

コンシュー
マ機器事業
(百万円)

情報機器
事業 
(百万円)

その他

(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業利益

   売上高

 (1) 外部顧客に対する
   売上高

50,853 27,605 5,467 851 84,778 ― 84,778

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

─ ─ ─ ─ ─ ─ ―

計 50,853 27,605 5,467 851 84,778 ─ 84,778

   営業費用 49,256 26,236 4,945 767 81,206 1,781 82,988

   営業利益 1,597 1,369 521 83 3,572 (1,781) 1,790

Ⅱ 資産、減価償却費
  減損損失及び
  資本的支出

   資産 17,861 14,378 3,151 759 36,151 4,639 40,791

   減価償却費 423 177 25 7 643 142 777

   減損損失 ─ 105 ─ ─ 105 ─ 105

   資本的支出 397 335 18 4 756 34 791

区分 主要製品

周辺機器事業

フロッピーディスクドライブ、CD－ROMドライブ、CD－

R/RWドライブ、DVD－ROMドライブ、CD-R/RW・DVD-ROMコ

ンビネーションドライブ、DVD-R/RW/RAMドライブ

コンシューマ機器事業
マルチ・トラックレコーダー、ミキサー、テープレコー

ダー、CDプレーヤー、MDレコーダー、DVDプレーヤー

情報機器事業
計測機器、通話用録音装置、業務用映像機器、医用画像

記録装置

その他 ソフトウエア開発事業、他



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 
  

 
(注) １ 国又は地域は、地理的近接度により区分している。 

２ 本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおり。 

 (1) 米大陸………米国、カナダ、メキシコ 

 (2) 欧州…………ドイツ、イギリス、フランス、イタリア、ベルギー 

 (3) アジア他……マレーシア、シンガポール、インドネシア、台湾、中華人民共和国 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は2,268百万円であり、その主なも

のは、親会社及び連結子会社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用である。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は12,257百万円であり、その主なものは、親会社

での余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等である。 

５ 本邦におけるセグメント間の内部売上高は、主として親会社からの海外販売会社に対する製品売上高であ

り、アジア他における内部売上高は、主として海外生産子会社の親会社への一部製品供給による売上高であ

る。 

６ 上記金額は消費税等抜きとなっている。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

日本

(百万円)

米大陸

(百万円)

欧州

(百万円)

アジア他

(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業利益

   売上高

 (1) 外部顧客に対する
   売上高

48,019 21,497 16,416 17,456 103,390 ─ 103,390

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

40,336 121 2,061 50,694 93,213 (93,213) ─

計 88,355 21,619 18,477 68,151 196,604 (93,213) 103,390

   営業費用 89,305 21,919 19,316 68,430 198,971 (92,536) 106,434

   営業損失(△) △949 △299 △838 △279 △2,367 (677) △3,044

Ⅱ 資産 17,668 6,310 4,185 9,339 37,504 12,257 49,761



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
  

 
(注) １ 国又は地域は、地理的近接度により区分している。 

２ 本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおり。 

 (1) 米大陸………米国、カナダ、メキシコ 

 (2) 欧州…………ドイツ、イギリス、フランス、イタリア、ベルギー 

 (3) アジア他……マレーシア、シンガポール、インドネシア、台湾、中華人民共和国 

３ 「会計処理の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より返品調整引当金を計上している。この変更によ

り、従来の方法によった場合と比較して、当連結会計年度の営業利益は日本において84百万円増加してい

る。 

４ 「会計処理の変更」に記載のとおり、連結会計年度よりたな卸資産の評価基準及び評価方法を移動平均法に

よる原価法から、移動平均法による低価法に変更している。この変更による当連結会計年度の損益に与える

影響は軽微である。 

５ 「会計処理の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より製品保証引当金を計上している。この変更によ

り、従来の方法によった場合と比較して、当連結会計年度の営業利益は日本において2百万円減少してい

る。  

６ 「会計処理の変更」に記載のとおり、米国連結子会社は着荷をもって売上を計上すべき取引について、売上

計上基準を出荷基準から着荷基準に変更している。この変更により、従来の方法によった場合と比較して、

当連結会計年度の売上高は232百万円、営業利益は86百万円、米大陸においてそれぞれ増加している。 

７ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,781百万円であり、その主なも

のは、親会社及び連結子会社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用である。 

８ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は4,639百万円であり、その主なものは、親会社

での余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等である。 

９ 本邦におけるセグメント間の内部売上高は、主として親会社からの海外販売会社に対する製品売上高であ

り、アジア他における内部売上高は、主として海外生産子会社の親会社への一部製品供給による売上高であ

る。 

10 上記金額は消費税等抜きとなっている。 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

日本

(百万円)

米大陸

(百万円)

欧州

(百万円)

アジア他

(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業利益

   売上高

 (1) 外部顧客に対する
   売上高

35,521 20,811 12,704 15,740 84,778 ─ 84,778

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

34,079 148 180 60,914 95,323 (95,323) ─

計 69,601 20,960 12,855 76,655 180,102 (95,323) 84,778

   営業費用 67,093 20,096 12,292 77,045 176,528 (93,540) 82,988

   営業利益 
   又は営業損失(△)

2,507 863 592 △390 3,573 (1,783) 1,790

Ⅱ 資産 14,241 6,131 4,277 11,501 36,151 4,639 40,791



【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 地域は、地理的近接度により区分している。 

２ 各区分に属する地域の内訳は次のとおり。 

(1) 米大陸……米国、カナダ、メキシコ 

(2) 欧州………ドイツ、イギリス、フランス、イタリア、ベルギー、スペイン及びロシア他欧州諸国 

(3) アジア……台湾、韓国、中華人民共和国、シンガポール、インドネシア、タイ及びその他のアジア諸国 

(4) その他……オーストラリア、ニュージーランド及びその他の地域 

３ 海外売上高は、親会社及び海外連結子会社の売上高の合計額(ただし、連結会社間の内部売上高を除く)であ

る。 

４ 上記金額は消費税等抜となっている。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 地域は、地理的近接度により区分している。 

２ 各区分に属する地域の内訳は次のとおり。 

(1) 米大陸……米国、カナダ、メキシコ 

(2) 欧州………ドイツ、イギリス、フランス、イタリア、ベルギー、スペイン及びロシア他欧州諸国 

(3) アジア……台湾、韓国、中華人民共和国、シンガポール、インドネシア、タイ及びその他のアジア諸国 

(4) その他……オーストラリア、ニュージーランド及びその他の地域 

３ 海外売上高は、親会社及び海外連結子会社の売上高の合計額(ただし、連結会社間の内部売上高を除く)であ

る。 

４ 「会計処理の変更」に記載のとおり、米国連結子会社は着荷をもって売上を計上すべき取引について、売上

計上基準を出荷基準から着荷基準に変更している。この変更により、従来の方法によった場合と比較して、

当連結会計年度の売上高は米大陸において232百万円増加している。 

５ 上記金額は消費税等抜きとなっている。 

  

米大陸
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア
(百万円)

その他 
(百万円)

計 
(百万円)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

Ⅰ 海外売上高 23,034 19,909 27,668 7,919 78,531

Ⅱ 連結売上高 ─ ─ ─ ─ 103,390

Ⅲ 海外売上高の連結売上
  高に占める割合(％)

22.3 19.3 26.8 7.7 76.0

米大陸
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア
(百万円)

その他 
(百万円)

計 
(百万円)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

Ⅰ 海外売上高 22,355 16,786 22,255 6,034 67,432

Ⅱ 連結売上高 ─ ─ ─ ─ 84,778

Ⅲ 海外売上高の連結売上
  高に占める割合(％)

26.4 19.8 26.2 7.1 79.5



【関連当事者との取引】 

Ⅰ 前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

(1) 子会社等 

  

 
  

(2) 役員及び個人主要株主等 

  

 
(注)１ 上記の金額のうち取引金額には消費税等を含まず表示している。 

２ 日本弁護士連合会報酬等規定によっている。 

  

Ⅱ 当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(1) 役員及び個人主要株主等 

  

 
(注)１ 上記の金額のうち取引金額には消費税等を含まず表示している。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金 
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員の
兼任等
(人)

事業上
の関係

関連会社
ティアック 
オーストラリア
PTY.,  LTD.

Melbourne 
Australia

522
(6,300千AS$)

AV製品
輸入販売

(直接
所有)

50

兼任
1
AV製品
販売

当社製品の
輸入販売

6,633
破 産
更 生
債権

3,450

属性
会社等 
の名称

住所
資本金 
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員の
兼任等
(人)

事業上
の関係

役員 安井 桂之介
東京都 
中央区

─
当社監査役
弁護士

(被所有)
直接 0

─ ─

法律顧問 1 ─ ─

報酬及び着
手金(注２)

0 ─ ─

属性
会社等 
の名称

住所
資本金 
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員の
兼任等
(人)

事業上
の関係

役員 安井 桂之介
東京都 
中央区

─
当社監査役
弁護士

(被所有)
直接 0

─ ─ 法律顧問 1 ─ ─



(１株当たり情報) 

  

  

 
  

  

(注) １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

 
  

  

(重要な後発事象) 

  

※ 該当事項はありません。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 △3.47円 １株当たり純資産額 △6.27円

１株当たり当期純損失 306.57円 １株当たり当期純損失 8.81円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であるため記載していない。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であるため記載していない。

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当期純損失 21,979百万円 当期純損失 1,577百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円 普通株主に帰属しない金額 104百万円

普通株式に係る当期純損失 21,979百万円 普通株式に係る当期純損失 1,681百万円

期中平均株式数 71,695千株 期中平均株式数 190,924千株

希薄化効果を有しないた

め、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益の算定に含

めなかった潜在株式の概

Ａ種優先株式80,000千株 

これらの詳細は、「株式等

の状況」に記載のとおり。

希薄化効果を有しないた

め、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益の算定に含

めなかった潜在株式の概要

Ａ種優先株式80,000千株 

これらの詳細は、第4 提

出会社の状況 1 株式等

の状況に記載のとおり。



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
(注) １ 連結決算日後５年以内における１年ごとの償還予定は次のとおりである。 

  

 
  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載している。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

である。 

  

 
  

(2) 【その他】 

① 連結会計年度終了後の状況 

特記事項はない。 

② 重要な訴訟事件等 

当社および当社の米国子会社は、第三者より仕入れ販売している商品について、米企業より特

許を侵害したとして、中国・香港・台湾・シンガポールの企業とともに米国際貿易委員会にて調

査を受け、平成17年9月28日に侵害を認める判断がされていたが、平成18年1月26日に当社仕入商

品に使用されていた本件関係部品の製造者と特許関係者との間で和解が成立し、その後、全ての

手続きが中止され、措置も解除された為、当社の経営成績及び財政状態に影響を与えることは無

く、解決に至った。 

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

ティアック株式会社
第４回無担保
社債

平成14年
９月30日

500 500 0.6 ―
平成19年
９月28日

計 ― ― 500 500 ― ― ―

１年以内 
(百万円)

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

― 500 ― ― ―

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 18,890 11,731 4.4 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 1,533 583 2.0 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

726 5,060 3.5 平成19年～平成20年

合計 21,150 17,375 ― ―

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

長期借入金 5,056 3 ― ―



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※１ 10,419 3,356

 ２ 受取手形 292 279

 ３ 売掛金 ※２ 8,381 9,152

 ４ 有価証券 200 ―

 ５ 商品 4,253 3,512

 ６ 原材料 926 830

 ７ 前払費用 230 158

 ８ 未収金 ※２ 615 835

 ９ その他 ※２ 17 301

 10 貸倒引当金 △141 △249

  流動資産合計 25,196 56.8 18,177 53.0

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※１

  １ 建物 3,195 3,101

    減価償却累計額 2,276 919 2,274 826

  ２ 構築物 115 111

    減価償却累計額 105 9 102 9

  ３ 機械及び装置 400 327

    減価償却累計額 370 30 305 21

  ４ 車両及び運搬具 2 2

    減価償却累計額 2 0 2 0

  ５ 工具器具及び備品 3,114 2,050

    減価償却累計額 2,868 246 1,928 121

  ６ 土地 1,301 1,277

   有形固定資産合計 2,507 5.7 2,256 6.5

 (2) 無形固定資産

  １ 借地権 96 96

  ２ ソフトウェア 93 18

  ３ その他 2 2

   無形固定資産合計 192 0.4 118 0.3



 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 ※１ 390 498

  ２ 関係会社株式 14,785 12,521

  ３ 長期貸付金 ※２ 1,032 ―

    ４ 関係会社長期貸付金 ― 500

  ５ 従業員に対する 
    長期貸付金

92 93

  ６ 破産更生債権等 ※２ 3,666 216

  ７ 長期前払費用 22 22

  ８ その他 156 140

    貸倒引当金 △3,677 △217

   投資その他の資産合計 16,468 37.1 13,776 40.2

  固定資産合計 19,169 43.2 16,151 47.0

  資産合計 44,365 100.0 34,329 100.0



 

  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 4,078 1,592

 ２ 買掛金 ※２ 3,752 4,110

 ３ 短期借入金 ※1,2 18,064 8,938

 ４ 一年内に返済予定の 
   長期借入金

1,533 583

 ５ 未払金 ※２ 1,664 766

 ６ 未払法人税等 81 54

 ７ 未払費用 1,108 746

 ８ 預り金 65 47

 ９ 賞与引当金 351 286

  10 製品保証引当金 ― 94

 11 返品調整引当金 ― 162

  流動負債合計 30,701 69.2 17,384 50.7

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 500 500

 ２ 長期借入金 ※１ 683 5,046

 ３ 繰延税金負債 9 54

 ４ 退職給付引当金 6,977 6,998

 ５ その他 100 6

  固定負債合計 8,271 18.6 12,604 36.7

  負債合計 38,973 87.8 29,989 87.4

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※３ 5,773 13.0 5,773 16.8

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 6,932 ―

 ２ その他資本剰余金 15,004 ―

 (1) 資本金及び 
   資本準備金減少差益

15,004 ―

   資本剰余金合計 21,937 49.4 ―

Ⅲ 利益剰余金

   当期未処理損失 22,276 1,445

   利益剰余金合計 △22,276 △50.2 △1,445 △4.2

Ⅳ その他有価証券評価差額金 14 0 78 0.2

Ⅴ 自己株式 ※４ △56 △0.1 △66 △0.2

  資本合計 5,392 12.2 4,339 12.6

  負債資本合計 44,365 100.0 34,329 100.0



② 【損益計算書】 

  

   
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 ※１ 79,267 100.0 62,079 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 期首商品たな卸高 6,282 4,253

 ２ 当期商品仕入高 ※１ 69,064 50,318

    合計 75,347 54,572

 ３ 他勘定振替高 ※２ 2,342 159

 ４ 期末商品たな卸高 4,253 3,512

    差引 68,750 50,900

 ５ 特許権使用料 1,524 70,275 88.7 618 51,518 83.0

   売上総利益 8,991 11.3 10,560 17.0

 ６ 返品調整引当金戻入額 ― ― 112 0.2

   差引売上総利益 8,991 11.3 10,673 17.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費
 
※3,4 
  
  5

12,621 15.8 9,472 15.3

  営業利益又は営業損失(△) △3,630 △4.6 1,201 1.9

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 39 56

 ２ 受取配当金 ※１ 26 34

 ３ 為替差益 7 288

 ４ 特許権使用料 50 ―

  ５ 受取地代家賃 ― 105

 ６ 雑収入 134 258 0.3 121 607 1.0

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 504 578

  ２ 社債利息 ― 2

 ３ 手形売却損 554 251

 ４ たな卸資産廃棄損 1,751 44

 ５ 退職給付債務 
   変更時差異償却費

455 ―

 ６ 退職給付会計基準 
   変更時差異償却額

― 455

 ７ 新株発行費用 225 ―

 ８ 雑損失 ― 3,491 4.4 33 1,366 2.2

  経常利益又は経常損失(△) △6,862 △8.7 442 0.7



  

 
  

  

  

前事業年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※６ ― 91

 ２ 前期損益修正益 ※７ ― 689

 ３ 子会社特別配当金 ※１ ― ― ― 2,490 3,271 5.3

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却売却損 ※８ 148 84

 ２ 役員退職慰労金 93 ―

 ３ 投資有価証券評価損 225 ―

 ４ 子会社株式評価損 702 2,540

 ５ たな卸評価損等 3,737 ―

 ６ 特別早期退職金 799 ―

 ７ 過年度特許権実施料 279 44

 ８ 貸倒引当金繰入額 3,450 104

  ９  過年度製品保証引当金 
   繰入額

― 119

  10  過年度返品調整引当金 
   繰入額

― 275

  11 減損損失 ※９ ― 105

  12 企業年金基金一括拠出金 ― 197

  13 貸倒損失 ― 1,151

 14 その他 301 9,737 12.3 211 4,834 7.8

   税引前当期純損失 16,600 △20.9 1,120 △1.8

   法人税、住民税及び 
   事業税

11 △14

   法人税等調整額 5,664 5,676 7.1 ― △14 △0.0

   当期純損失 22,276 △28.1 1,106 △1.8

   前期繰越損失 1,351 338

   減資による繰越損失 
   填補額

1,351 ―

   当期未処理損失 22,276 1,445



③ 【損失処理計算書】 

  

 
  

  

前事業年度
(株主総会承認日 
 平成17年6月29日) 

当事業年度 
(株主総会承認日 
 平成18年6月29日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(当期未処理損失の処理)

Ⅰ 当期未処理損失 22,276 1,445

Ⅱ 損失処理額

  1.その他資本剰余金からの 
     振替額

15,004 ―

  2.資本準備金取崩額 6,932 21,937 ― ―

Ⅲ 次期繰越損失 338 1,445

(その他資本剰余金の処分)

Ⅰ その他資本剰余金 15,004 ―

Ⅱ その他資本剰余金処分額

  当期未処理損失への振替額 15,004 15,004 ― ―

Ⅲ その他資本剰余金 
  次期繰越高

― ―



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当社は、当事業年度において22,276百万円の大幅な当

期純損失を計上し、継続企業の前提に関する重要な疑義

を抱かせる事象又は状況が存在している。 

当社におきましては、当該状況を解消すべく、外部環境

に左右されない事業構成を確立し安定的な収益構造に転

換すること、および財務体質を強化することが喫緊の課

題と認識し、早急な業績の建て直しを図るべく、平成18

年3月期を初年度とする2ヵ年の「中期事業計画」を策定

し、平成17年1月31日に発表いたしました。フェニック

ス・キャピタル株式会社の企業活性化ノウハウを活用

し、「中期事業計画」を着実に遂行していくことで、早

期業績回復に努め、お客様に対してはより満足度の高い

製品の提供を、株主の皆様に対しては配当の復活に向け

て努力してまいる所存です。 

 

中期事業計画の概要 

必達目標：平成19年3月期末までに下記経営指標を必達

する。 

■ 売上高営業利益率（連結）   3.5%以上 

■ 在庫日数（連結DSI）   69日以下 

■ PC-ODD事業の売上構成比   30％以下 

 * PC-ODD事業  PC組込専用のOEM向け光ディスクドラ 

  イブ事業 

 * DSI  Days Sales in Inventory(在庫日数)の略。 

  期末在庫÷1日あたり平均売上原価  

 

主要施策 

(1) 収益構造の改善 

以下の施策を遂行することでPC-ODD偏重の事業構造から

脱却し、バランスの良い事業構成を目指します。 

① 事業構成の改善 

 Non-PC用途向けのデバイス事業やドライブメーカー、

民生機器メーカーへのソリューション事業を強化するこ

とで光ディスクドライブ関連事業の収益安定化を図り、

あわせて、音楽制作用オーディオ機器「TASCAM」や超高

級オーディオ「ESOTERIC」ブランドの積極展開によるコ

ンシューマ機器事業の収益力増強、および計測機器・業

務用システム事業の拡大による情報機器事業の強化によ

り、事業構成の改善を図る。 

② PC-ODD事業の収益改善 

 PC-ODD事業において、徹底したコスト構造の改善、市

況変化への対応力の強化、および新製品・新モデルの絞

込みにより、収益力の改善を図る。 

③ 在庫管理の徹底 

 管理会計制度および在庫日数レポーティングシステム

の改善等社内体制を整備し、各ビジネスユニット（BU）

および拠点ごとの目標管理を徹底することで、在庫の低

減を図る。

当社は、前事業年度において22,276百万円の大幅な当

期純損失を計上し、前事業年度に策定した「中期事業計

画」の遂行途上にあるが、当事業年度において経常損益

は黒字化したものの多額の事業再構築費用の追加発生に

より、引続き1,106百万円の当期純損失を計上してい

る。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑

義が存在している。

当社においては、当該状況を解消すべく希望退職等の

リストラを実施し,平成17年1月31日に発表した中期事業

計画を着実に実行し、収益構造の改善・PC-ODD事業の収

益改善・在庫管理の徹底・欧州地域の事業改善および組

織執行体制の改善を図ると共に、取引銀行との継続取引

を始め、平成17年3月30日付でフェニックス・キャピタ

ル株式会社が運営するフェニックス・キャピタル・パー

トナーズ・ワン投資事業組合を引き受け先とする第三者

割り当て増資により100億円の資金調達を行い、財務体

質の改善を図った。

以上により、事業計画達成に向けての主要事前施策

は、前年3月をもって完了することができた。

当事業年度においては、「第２ 事業の状況 3.対処す

べき課題」に記載のとおり、クロスファンクショナルチ

ーム（CFT)が発足され、各々の課題に対する問題解決、

アクションプランの立案を行い、現在実行中である。  

財務諸表は継続企業を前提として作成しており、このよ

うな重要な疑義の影響を財務諸表に反映していない。  

 



 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

④ 欧州地域の事業改善 

 事業管理体制の改善、事業拠点・運営体制の集約、現

地法人の販売管理費用の削減、および財務体質の改善等

により、欧州地域の事業改善を図る。

⑤ 固定費の削減 

 希望退職の実施、海外子会社・国内事業所の整理と再

配置、退職金制度の変更、および役員報酬の削減等によ

り、固定費の削減を図る（目標値：総額約27億円）。 

 

(2) 組織・執行体制の改善 

事業分野ごとの損益管理がより明確になる社内体制を整

備するとともに、グループ全体のリソース・情報の共有

化・有効活用によりシナジー効果を追求する。 

① 事業分野ごとにBUをまとめた3カンパニー（エンタテ

イメント・カンパニー、ビジネスソリューションズ・カ

ンパニー、メディアデバイス・カンパニー）を設置す

る。 

② 長期的・全社的視点からの戦略検討・実行を担う部

門を設置する。 

③ 目標必達のための社内体制を強化する。 

等の改善を図るとともに、希望退職等のリストラを実施

し、取引銀行との継続取引を始め、平成17年3月30日付

でフェニックス・キャピタル株式会社が運営するフェニ

ックス・キャピタル・パートナーズ・ワン投資事業組合

を引受先とする第三者割当増資により100億円の資金調

達を行い、財務体質の改善を図った。これにより、中期

事業計画達成に向けての主要事前施策は、本年3月をも

って完了することができた。 

以上により、連結財務諸表は継続企業を前提として作成

しており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表

には反映していない。



重要な会計方針 

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

① 時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)

② 時価のないもの

移動平均法による原価法

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式

 同左

その他有価証券

① 時価のあるもの

同左

② 時価のないもの

     同左

(2) デリバディブ等の評価基準及び評価方法

時価法

(2) デリバディブ等の評価基準及び評価方法

特例処理を採用している金利スワップを除き、時

価法によっている。

(3) たな卸資産

移動平均法による原価法

(3) たな卸資産

移動平均法による低価法

 

２ 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

定率法を採用している。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

(建物附属設備は除く)については、定額法によっ

ている。なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

る。

建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運搬具 ４～11年

工具器具及び備品 ２～10年

 

２ 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

  定率法を採用している。   

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

(建物附属設備は除く)については、定額法によっ

ている。なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

る。

建   物 ３～50年

構  築  物 ３～50年

機械及び装置 ５～15年

車両及び運搬具 ４～６年

工具器具及び備品 ４～15年

無形固定資産

定額法を採用している。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっている。

また、ソフトウェア(自社利用分)については、社

内における利用可能期間(５年)に基づく定額法に

よっている。

無形固定資産

     同左

なお、ソフトウェア(自社利用分)については、社

内利用における利用可能期間(５年)に基づく定額

法によっている。

長期前払費用

 法人税法の規定と同一の基準による均等償却

長期前払費用

 均等償却によっている。

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上している。

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

     同左

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支給に充てるた

め、支給見込額に基づき計上している。

(2) 賞与引当金

     同左



 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上している。

なお、会計基準変更時差異については、12年によ

る按分額を費用処理し営業外費用に計上してい

る。

また、数理計算上の差異は定率法(10年)により、

過去勤務債務は定額法(12年)により発生事業年度

より費用処理する。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生していると認めら

れる額を計上している。

なお、会計基準変更時差異については、12年によ

る按分額を費用処理し営業外費用に計上してい

る。

また、数理計算上の差異は定率法(10年)により、

過去勤務債務は定額法(12年)により発生事業年度

より費用処理する。

     

(4) 返品調整引当金

製品の返品による損失に備えるため、過去の返品実

績率に基づく返品損失見込額を計上している。

(5) 製品保証引当金

製品の保証期間内に係るアフターサービスに要する

費用の支出に備えるため、過去の支出実績に基づく

アフターサービス費用の今後の支出見込額を計上し

ている。

４ 外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損益として処理してい

る。

４ 外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準

     同左

５ リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っている。

５ リース取引の処理方法

     同左



 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

６ ヘッジ会計の処理

ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ方法によっている。

なお、振当処理の要件を満たしている為替予約及

び通貨オプションについては振当処理によってい

る。また、特例の要件を満たしている金利スワッ

プについては、特例処理によっている。

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

為替予約取引及び通貨オプション取引、金利ス

ワップ

ヘッジ対象

外貨建金銭債権債務及び借入金利息

ヘッジ方針

外貨建金銭債権債務の為替リスクをヘッジするた

め、その実需の範囲内において為替予約取引及び

通貨オプション取引を利用している。 

また、借入金の金利変動リスクを回避するため、

金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の認

識は個別契約ごとに行っている。

ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の時価変動額との比率によりヘッジ有

効性の評価を行っている。

６ ヘッジ会計の処理

ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっている。

なお、振当処理の要件を満たしている為替予約及

び通貨オプションについては振当処理によってい

る。また、特例の要件を満たしている金利スワッ

プ取引については、特例処理によっている。

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

為替予約取引及び通貨オプション取引、金利ス

ワップ取引

ヘッジ対象

外貨建金銭債権債務及び借入金利息

ヘッジ方針

同左

 

 

 

 

ヘッジ有効性評価の方法

同左

７ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

① 消費税等の会計処理の方法

   税抜方式

７ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

① 消費税等の会計処理の方法

  同左

② 連結納税制度の適用

当事業年度から連結納税制度を適用してい

る。     



会計処理の変更 

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準)   

 当事業年度から、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日)）及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第6号 平成15年10月31日）を適用して

いる。 これにより税引前当期純損失が105百万円増加し

ている。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除している。

(返品調整引当金)    

 従来、返品に伴う損失は返品を受けた期間にて計上し

ていたが、前事業年度に実施した財務リストラを契機と

して計上方法を全般的に見直した結果、より適正な期間

損益計算を図るとともに、財務内容のより一層の健全化

を図るため、当事業年度より、過去の返品実績率に基づ

く返品損失見込額を返品調整引当金として計上する方法

に変更している。この変更により、当期首にて変更後の

方法を適用した場合に計上されるべき275百万円を特別

損失に計上している。この結果、従来の方法によった場

合と比べ、差引売上総利益、営業利益および経常利益が

それぞれ112百万円増加し、税引前当期純損失が162百万

円増加している。

なお、当中間会計期間においては、返品調整引当金戻

入額275百万円を売上高に含めて表示していたが、当事

業年度においては、返品による影響をより明確に表示す

るため売上総利益の調整項目として表示している。

(たな卸資産の評価基準及び評価方法)     

従来、たな卸資産の評価基準及び評価方法は移動平均

法による原価法であったが、上記の計上方法の全般的な

見直しに伴い、当事業年度より移動平均法による低価法

に変更している。この変更による当事業年度の損益に与

える影響は軽微である。

(製品保証引当金)

従来、製品保証費用は支出時の費用として計上してい

たが、上記の計上方法の全般的な見直しに伴い、当事業

年度より過去の支出実績率を基に計算した製品の保証期

間内に係るアフターサービス費用の今後の支出見込額を

製品保証引当金として計上する方法に変更している。

この変更により、当期首にて変更後の方法を適用した場

合に計上されるべき 119百万円を特別損失に計上してい

る。  

この結果、従来の方法によった場合と比べ、営業利益及

び経常利益がそれぞれ24百万円増加し、税引前当期純損

失が94百万円増加している。



表示方法の変更 

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（貸借対照表） 

前事業年度まで独立掲記していた「資本準備金減少差

益」については「資本金及び資本準備金減少差益」に含

め表示している。

         ─────────────── 
 
 

（損益計算書） 

前事業年度まで「雑収入」に一括掲記していた特許権使

用料が、営業外収益の100分の10以上となったため、独

立科目で表示することに変更した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(損益計算書) 

前事業年度まで営業外費用に計上していた「退職給付債

務変更時差異償却費」は、科目を明瞭に表示するため、

当期から「退職給付会計基準変更時差異償却額」に表示

を変更した。 

前事業年度において、営業外収益の「雑収入」に含めて

表示していた「受取地代家賃」は、営業外収益の総額の

100分の10を超えたため区分掲記した。なお、前事業年

度における「受取地代家賃」は79百万円である。 

前事業年度まで「支払利息」に含めて記載していた「社

債利息」について、科目を明瞭に表示するため、独立科

目で表示することに変更した。なお、前事業年度の「支

払利息」に含まれていた「社債利息」は2百万円であ

る。 

 

 

 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 

  

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

 

※１ 資産の担保提供の状況

区分 科目
金額

(百万円)

有形固定資産

工場財団

建物 364

構築物 7

土地 437

計 809

その他

建物 374

構築物 2

土地 859

計 1,236

その他
現金及び預金 40

投資有価証券 85

合計 2,171

短期借入金 11,620

長期借入金 -

(うち１年内に返済予定のもの) (―)

保証債務 4
 

※１ 資産の担保提供の状況

区分 科目
金額

(百万円)

有形固定資産

工場財団

建物 498

構築物 7

土地 437

計 943

その他

建物 327

構築物 1

土地 836

計 1,165

その他
現金及び預金 40

投資有価証券 139

合計 2,289

短期借入金 6,558

長期借入金 4,946

(うち１年内に返済予定のもの) (―)

保証債務 4

 

※２ 関係会社に係る注記
区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている
関係会社に対するものは次のとおりである。

売掛金 4,669百万円

未収金 222百万円

長期貸付金 1,022百万円

破産更生債権等 3,450百万円

買掛金 1,355百万円

未払金 589百万円

短期借入金 5,369百万円
 

※２ 関係会社に係る注記
区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている
関係会社に対するものは次のとおりである。

売掛金 5,257百万円

未収金 511百万円

短期貸付金 300百万円

買掛金 2,690百万円

未払金 266百万円

短期借入金 2,055百万円

 

※３ 授権株数     普通株式 200,000,000株

Ａ種優先株式 80,000,000株

発行済株式総数  普通株式 191,317,134株

Ａ種優先株式 80,000,000株
 

※３ 授権株数     普通株式 400,000,000株

Ａ種優先株式 80,000,000株

発行済株式総数  普通株式 191,317,134株

Ａ種優先株式 80,000,000株

※４ 自己株式
当社が保有する自己株式の数は、普通株式
360,293株である。
 

※４ 自己株式
当社が保有する自己株式の数は、普通株式
420,127株である。

 

  ５ 保証債務

相手先 保証内容 金額(百万円)

ティアック  
アメリカINC

信用状開設 
及び借入金

(  5,038千米ドル)
541

ティアック 
電子計測㈱

借入金 182

    

 

  ５ 保証債務

相手先 保証内容 金額(百万円)

ティアック 
アメリカINC

信用状開設
及び借入金

( 38千米ドル)
4

 

  ６ 輸出手形割引高 4,664百万円

 

  ６ 輸出手形割引高 3,244百万円

  ７ 資本の欠損金額は、1,511百万円である

  ８ 商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価
を付したことにより増加した純資産額は78百万円
である。



(損益計算書関係) 

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１ 関係会社との取引にかかるもの。

関係会社との取引にかかるものが次のとおり含ま

れている。

売上高 63,403百万円

仕入高 51,522百万円

受取配当金 13百万円

※１ 関係会社との取引にかかるもの。

関係会社との取引にかかるものが次のとおり含ま

れている。

売上高 40,325百万円

仕入高 36,000百万円

受取配当金 10百万円

子会社特別配当金 2,490百万円

※２ 製品の他勘定振替高の内訳

サービス費 165百万円

広告宣伝費 63百万円

研究部品費 30百万円

たな卸資産廃棄損 1,132百万円

たな卸評価損等 951百万円

その他 1百万円

計 2,342百万円
 

※２ 製品の他勘定振替高の内訳

サービス費 43百万円

広告宣伝費 21百万円

研究部品費 21百万円

たな卸資産廃棄損 64百万円

その他 7百万円

計 159百万円

※３  ─────────────── ※３  低価法による評価損を売上原価に含めている。

 

※４  (イ)販売費に属する費用のおおよその割合

19.1％

一般管理費に属する費用の
おおよその割合

80.9％

 (ロ)主要な費目及び金額

荷造運搬費 1,271百万円

従業員給料手当 3,433百万円

賞与引当金繰入額 351百万円

退職給付引当金繰入額 858百万円

減価償却費 320百万円

諸手数料 1,357百万円

研究部品費 1,082百万円

サービス費 779百万円

貸倒引当金繰入額 169百万円

 

※４  (イ)販売費に属する費用のおおよその割合

23.7％

一般管理費に属する費用の
おおよその割合

76.3％

 (ロ)主要な費目及び金額

荷造運搬費 1,028百万円

従業員給料手当 3,079百万円

賞与引当金繰入額 286百万円

退職給付引当金繰入額 136百万円

減価償却費 187百万円

諸手数料 1,108百万円

研究部品費 953百万円

サービス費 616百万円

※５ 研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費は、3,477百万

円である。

※５ 研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費は、3,330百万

円である。

 

※６ 固定資産売却益の内容は次のとおりである。

土地 91百万円

 

※７ 前期損益修正益の内容は次のとおりである。

関連会社向け未払費用戻し 591百万円

未払費用戻し 95百万円

その他 2百万円

計 689百万円



 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※８ 固定資産除却売却損の内容は次のとおりである。

建物 3百万円

工具器具及び備品 144百万円

計 148百万円

※８ 固定資産除却売却損の内容は次のとおりである。

  (固定資産売却損)

建物 23百万円

構築物 0百万円

工具器具及び備品 0百万円

計 23百万円

 

  (固定資産除却損)

建物 3百万円

構築物 0百万円

機械及び装置 5百万円

工具器具及び備品 52百万円

計 61百万円

 

※９ 減損損失

   当事業年度において、以下の資産グループについ

て減損損失を計上した。 

場所 東京都武蔵野市

用途 事業用資産

(減損損失の金額)

種類          金額（百万円)

工具器具備品等       101

リース資産(器具備品) 3

計 105

当社は、主に管理会計上の事業別セグメントを

基礎として資産グルーピングを行っており，遊休

資産については、個々の資産毎に減損の兆候を判

定している

低価格帯のオーディオ事業については、当社単

独での営業活動から生ずる損益が継続してマイナ

スであり早期の黒字化が困難と予想されるため、

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を特別損失に計上した。

なお、回収可能額は合理的見積りに基づく正味

売却価額により測定している。



(リース取引関係) 

  

 
  

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日)

当事業会計年度 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)

Ⅰ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引

Ⅰ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

工具器具 
及び備品

667 402 265

機械装置 
及び運搬具

25 22 2

その他 196 112 83

合計 889 538 351

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

工具器具
及び備品

470 338 131

機械装置
及び運搬具

12 4 8

その他 242 173 69

合計 725 516 209

２ 未経過リース料期末残高相当額

1年内 179百万円

1年超 177百万円

合計 356百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額

1年内 148百万円

1年超 86百万円

合計 235百万円

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当
額

支払リース料 284百万円

減価償却費相当額 236百万円

支払利息相当額 10百万円

３  支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当
額

支払リース料 224百万円

減価償却費相当額 211百万円

支払利息相当額 9百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法によっている。

４ 減価償却費相当額の算定方法
同左

５ 利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差
額を利息相当額とし、各期への配分方法について
は、利息法によっております。

５ 利息相当額の算定方法
同左

Ⅱ オペレーティング・リース取引
該当なし

Ⅱ オペレーティング・リース取引
   該当なし

(減損損失について)
当事業年度において減損損失3百万円を計上している
が、開示対象リース資産に配分された減損損失がな
いため、項目等の記載は省略している。



(有価証券関係) 

前会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び当事業年度(自 平成17年４月１

日 至 平成18年３月31日)における子会社及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額 1,548百万円

賞与引当金損金算入限度超過額 143

開発部門費等期間費用否認 129

棚卸資産評価損否認 757

退職給付引当金
損金算入限度超過額

2,839

子会社株式評価損否認 938

投資有価証券評価損否認 118

ゴルフ会員権等評価損否認 96

ソフトウェア減価償却費
損金算入限度超過額

395

繰越欠損金 4,499

その他 232

繰延税金資産小計

評価性引当金

繰延税金資産合計

11,701

△11,701
   － 

百万円

百万円
百万円

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 9百万円

 繰延税金負債合計 9百万円

繰延税金負債の純額 9百万円
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額 1,664百万円

賞与引当金損金算入限度超過額 132

開発部門費等期間費用否認 136

棚卸資産評価損否認 673

退職給付引当金
損金算入限度超過額

2,838

子会社株式評価損否認 1,971

投資有価証券評価損否認 118

ゴルフ会員権等評価損否認 81

ソフトウェア減価償却費
損金算入限度超過額

353

繰越欠損金 4,023

その他 310

繰延税金資産小計

評価性引当額

繰延税金資産合計

12,305

△12,305
－

百万円

百万円
百万円

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 54百万円

 繰延税金負債合計 54百万円

繰延税金負債の純額 54百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異については、税引前当期純損失を計上し

ているため記載していない。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異については、税引前当期純損失を計上し

ているため記載していない。



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) １株当たり当期純損失金額算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

 
  

  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 7.29円 １株当たり純資産額 1.78円

１株当たり当期純損失 310.71円 １株当たり当期純損失 6.34円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失が計上されているため記載

していない。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失が計上されているため記載

していない。

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当期純損失 22,276百万円 当期純損失 1,106百万円

普通株主に帰属しない金額 －百万円 普通株主に帰属しない金額 104百万円

普通株式に係る当期純損失 22,276百万円 普通株式に係る当期純損失 1,210百万円

期中平均株式数 71,695千株 期中平均株式数 190,924千株

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式１株当たり当
期純利益の算定に含めなか
った潜在株式の概要

Ａ種優先株式80,000千株
これらの詳細は、「株式等
の状況」に記載のとおり。

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式１株当たり当
期純利益の算定に含めなか
った潜在株式の概要

Ａ種優先株式80,000千株 

これらの詳細は、第4 提

出会社の状況 1 株式等

の状況に記載のとおり。



(重要な後発事象) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

           
           ─────────────── 
 
 
 

当社は、100%子会社であるティアック電子計測株式会

社を、平成18年4月1日を合併期日として当社に吸収合併

した。

(1) 合併期日

平成18年4月1日

(2) 合併方式

当社を存続会社とする吸収合併方式でティアック

電子計測株式会社を解散する。

(3) 合併比率

当社は、ティアック電子計測株式会社の発行済株

式の全部を有するので、合併に際して新株式を発

行しない。

(4) 合併交付金

合併交付金の支払いはない。

(5) 被合併会社の概要

① 事業内容

計測機器の製造販売

② 売上高(平成18年3月期)

1,936百万円

③ 当期純損失(平成18年3月期)

84百万円

④ 総資産(平成18年3月期)

1,205百万円

⑤ 株主資本(平成18年3月期)

100百万円

⑥ 従業員数

56名



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

(その他有価証券)

TREK2000 INTERNATIONAL LTD. 5,000,000 205

SMK㈱ 74,000 65

オリジン電気㈱ 75,000 55

日本電産サンキョー㈱ 30,000 55

三洋オプテックデザイン㈱ 900 45

NYX INTERNATIONAL PTE LTD. 300,000 30

安藤建設㈱ 62,500 21

㈱エフエムむさしの 100 5

㈱BMB 8,111 4

ジャパンケーブルネット㈱ 64 3

その他 8銘柄 51,659 8

計 5,602,334 498



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」および「当期減少

額」の記載を省略しております。 

２ 工具器具及び備品の当期減少は、主に資産棚卸による廃棄1,010百万円であります。 

３ 「当期減少額」欄の( )内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

  

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 
(百万円)

有形固定資産

 建物 3,195 ―
94

   (0)
3,101 2,274 66 826

 構築物 115 ― 3 111 102 0 9

 機械及び装置 400 ―
72
(0)

327 305 3 21

 車両及び運搬具 2 ― ― 2 2 ― 0

 工具器具及び備品 3,114 72
1,137
(100)

2,050 1,928 43 121

 土地 1,301 ― 23 1,277 ― ― 1,277

有形固定資産計 8,129 72
1331
(101)

6,870 4,614 112 2,256

無形固定資産

 借地権 ― ― ― 96 ― ― 96

 ソフトウェア ― ― ― 589 570 74 18

 その他 ― ― ― 2 ― ― 2

無形固定資産計 ― ― ― 688 570 74 118

長期前払費用 203 9 155 57 35 7 22

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―



【資本金等明細表】 

  

 
(注) １ 当期末における自己株式は、420,127株である。 

２ 当期減少額は、前期決算の欠損てん補によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) １ 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、為替変動による外貨建債権の減少に伴う個別評価貸倒引当金の取

崩額である。 

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金(百万円) 5,773 5,773

資本金のうち 
既発行株式

普通株式     (株) (191,317,134) (―) (―) (191,317,314)

普通株式      (百万円) 3,772 ― ― 3,772

Ａ種優先株式  (株) (80,000,000) (―) (―) (80,000,000)

Ａ種優先株式  (百万円) 2,000 ― ― 2,000

計 (株) (271,317,134) (―) (―) (271,317,134)

計 (百万円) 5,773 ― ― 5,773

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金

(資本準備金) 
 株式払込剰余金

(百万円) 6,932 ― 6,932 ―

(その他資本剰余金)
 資本金及び 
資本準備金減少差益

(百万円) 15,004 ― 15,004 ―

計 (百万円) 21,937 ― 21,937 ―

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 3,819 428 3,450 330 466

賞与引当金 351 286 351 ― 286

製品保証引当金 ― 214 119 ― 94

返品調整引当金 ― 437 275 ― 162



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産 

Ａ 現金及び預金 

  

 
  

Ｂ 受取手形 

(a) 得意先別内訳 

  

 
  

(b) 期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(百万円)

現金 0

預金

当座預金 841

普通預金 1,618

通知預金 150

定期預金 745

計 3,355

合計 3,356

相手先 金額(百万円)

ティアック電子計測㈱ 73

㈱アイオーデータ機器 30

ロジテック㈱ 25

三洋メディアテック㈱ 18

㈱日立ハイテクノロジーズ 14

その他 118

合計 279

期日別 金額(百万円)

平成18年４月 120

５月 56

６月 71

７月以降 31

合計 279



Ｃ 売掛金 

(a) 取引先内訳 
  

 
  

(b) 発生及び回収並びに滞留状況 

  

 
(注) １ 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、当期発生高には消費税等が含まれている。 

２ (A)＋(B)－(C) 

３ (D)／((A)＋(B)) 

４ (B)／(((A)＋(C))÷２) 

５ 365×１／(E) 

  

Ｄ 商品 
  

 
  

Ｅ 原材料 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

P.T ティアック エレクトロニクス インドネシア 1,443

ティアック オーストラリア PTY., LTD. 1,351

ティアック オーディオ(チャイナ) CO., LTD. 631

ティアック 上海 LTD. 566

ティアック エアロスペース テクノロジーズ INC. 534

その他 4,625

合計 9,152

項目 金額(百万円)

期首売掛金残高(A) 8,381

当期発生高(B) 62,853

期末売掛金残高(C) 9,152

当期回収高(D)               (注)２ 62,083

回収率(％)                (注)３ 87.2

回転率(回)(E)               (注)４ 7.2

滞留日数(日)               (注)５ 50.7

区分 金額(百万円)

周辺機器 3,177

電子機器 334

合計 3,512

区分 金額(百万円)

周辺機器 262

電子機器 567

合計 830



Ｆ 関係会社株式 

  

 
  

区分 金額(百万円)

子会社株式

ティアック アメリカ INC. 7,642

ティアック エレクトロニクス(M)Sdn.Bhd. 2,720

台湾ティアック有限公司 658

ティアック オーディオ(チャイナ)CO., LTD. 407

㈱ティアック エソテリック カンパニー 213

その他( 9社) 719

計 12,362

関連会社株式

東京システム運輸㈱ 159

その他( 1社) 0

計 159

合計 12,521



② 負債 

Ａ 支払手形 

(a) 支払先別内訳 
  

 
  

(b) 期日別内訳 
  

 
  

Ｂ 買掛金 
  

 
  

相手先 金額(百万円)

千代田電子機器㈱多摩(営) 598

ローム㈱ 135

Ａ＆Ｄプリントエンジニアリング㈱ 50

三信電気㈱ 40

㈱相川プレス工業 38

その他 728

合計 1,592

期日別 金額(百万円)

平成18年４月 537

５月 477

６月 357

７月以降 220

合計 1,592

相手先 金額(百万円)

P.T ティアック エレクトロニクス インドネシア 1,416

ティアック エレクトロニクス(M)Sdn.Bhd. 1,198

ライト・オン イット コーポレーション 229

ハイセンスインポート アンド エクスポート CO., LTD. 189

千代田電子機器㈱多摩(営) 101

その他 975

合計 4,110



Ｃ 短期借入金 

  

 
  

Ｄ 一年内に返済予定の長期借入金 

  

 
  

Ｅ 長期借入金 

  

 
  

Ｆ 退職給付引当金 

  

 
  

借入先 金額(百万円)

㈱三菱東京ＵＦJ銀行 4,176

三菱ＵＦJ信託銀行㈱ 2,382

ティアック アメリカ INC. 2,055

㈱あおぞら銀行 225

住友信託銀行㈱ 100

合計 8,938

借入先 金額(百万円)

(株)三井住友銀行 333

(株)あおぞら銀行 200

その他 50

合計 583

借入先 金額(百万円)

㈱みずほコーポレート銀行 4,946

㈱あおぞら銀行 100

合計 5,046

区分 金額(百万円)

未積立退職給付債務 7,487

未認識数理計算上の差異 △260

未認識過去勤務債務 2,502

会計基準変更時差異の未処理額 △2,731

合計 6,998



(3) 【その他】 

該当事項はない。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) 平成18年6月29日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行われ、当会社の公告方法は次のとおりとな

りました。 

当会社の公告は、電子公告により行う。やむを得ない事由により、電子公告によることができない場合は、日

本経済新聞に掲載する方法により行う。 

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。 

http://www.teac.co.jp/about/jp/koukoku.html 

  

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
１株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、100,000株券
及び100株未満の表示株券

中間配当基準日 該当事項なし

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦJ信託銀行株式会社

  取次所
三菱ＵＦJ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 全国本支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦJ信託銀行株式会社

  取次所
三菱ＵＦJ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 全国本支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 該当事項なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

  

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

(1) 臨時報告書の訂正報告書 

  平成17年３月30日現在の臨時報告書に関する訂正報告書を平成17年５月13日 

  関東財務局長に提出 

  

(2) 有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度 第57期(自 平成17年４月１日至 平成18年３月31日)平成17年６月29日  

  関東財務局長に提出 

  

 
  

(1) 
 

臨時報告書の 
訂正報告書

平成17年3月30日現在の臨時報告書に関する
訂正報告書

平成17年５月13日 
関東財務局長に提出。

(2) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第57期)

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。

(3) 
 

有価証券報告書 
訂正報告書

第56期有価証券報告書の訂正報告書 平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。

(4) 
 

有価証券報告書 
訂正報告書

第55期有価証券報告書の訂正報告書 平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。

(5) 
 

有価証券報告書 
訂正報告書

第54期有価証券報告書の訂正報告書 平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。

(6) 
 

有価証券報告書 
訂正報告書

第53期有価証券報告書の訂正報告書 平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。

(7) 
 

半期報告書 事業年度 
(第58期中)

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

平成17年12月22日 
関東財務局長に提出。

(8) 
 

半期報告書の 
訂正報告書

(7)の訂正報告書 平成18年６月30日 
関東財務局長に提出。



該当事項はない。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成17年６月29日

ティアック株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

 

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているティアック株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結

附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ティアック株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

  

追記情報 

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載のとおり、会社は当連結会計年度に21,979百

万円の大幅な当期純損失を計上し、継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況が存在している。

当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提として作成され

ており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していない。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

井 上 監 査 法 人

代 表 社 員 
業務執行社員

公認会計士  萱  嶋  秀  雄  ㊞

業務執行社員 公認会計士  林     映  男  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月29日

ティアック株式会社 

取締役会 御中 

 

 

 

 

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ
ているティアック株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、
すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結
附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立
の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて
いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ
て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人
は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、ティアック株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す
る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している
ものと認める。 
  
追記情報 
１. 継続企業の前提に関する注記のとおり、会社は、前連結会計年度に策定した「中期事業計画」の遂行
途上にあるが、経常損益は黒字化したものの多額の事業再構築費用の追加発生により引続き当連結会計
年度も当期純損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対
する経営計画等は当該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、
このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していない。 
２. 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は固定資産の減損に係る会計基準を適用しているた
め、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 
３. 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より返品調整引当金を計上した。 
４. 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は従来たな卸資産の評価基準及び評価方法は移動平均
法による原価法によっていたが、当連結会計年度より移動平均法による低価法に変更した。 
５. 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より製品保証引当金を計上した。 
６. 会計処理の変更に記載されているとおり、米国連結子会社は出荷基準による売上計上を行っていた
が、着荷をもって売上を計上すべき取引について売上計上基準を出荷基準から着荷基準に変更した。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
  

以 上 
  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  氏  原  修  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  日  下  宗  仁  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  金  子  秀  嗣  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  関  口     茂  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成17年６月29日

ティアック株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているティアック株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第57期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ティアック株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載のとおり、会社は当事業年度に22,276百万円

の大幅な当期純損失を計上し、継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況が存在している。当該

状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、

このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

井 上 監 査 法 人

代 表 社 員 
業務執行社員

公認会計士  萱  嶋  秀  雄  ㊞

業務執行社員 公認会計士  林     映  男  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月29日

ティアック株式会社 

取締役会 御中 

 

 

 

 

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ
ているティアック株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第58期事業年度の財務諸表、す
なわち、貸借対照表、損益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の
作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ
る。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい
る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって
行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監
査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、ティアック株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績
をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
追記情報 
１. 継続企業の前提に関する注記のとおり、会社は、前事業年度に策定した「中期事業計画」の遂行途上
にあるが、経常損益は黒字化したものの多額の事業再構築費用の追加発生により引続き当事業年度も当
期純損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営
計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重
要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。 
２. 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は固定資産の減損に係る会計基準を適用しているた
め、当該会計基準により財務諸表を作成している。 
３. 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より返品調整引当金を計上した。 
４. 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は従来たな卸資産の評価基準及び評価方法は移動平均
法による原価法によっていたが、当事業年度より移動平均法による低価法に変更した。 
５. 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より製品保証引当金を計上した。 
６. 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は100％子会社であるティアック電子計測株式会社
を、平成18年４月１日を合併期日として吸収合併した。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
  

以 上 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  氏  原  修  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  日  下  宗  仁  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  金  子  秀  嗣  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  関  口     茂  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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